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規 則

��������������

�愛媛県規則第１４号
住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則

住民基本台帳法施行細則（平成１４年愛媛県規則第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の住民基本台帳法施行細則様式第２号及び様式第４号の規定による書類は、改正後の住民

基本台帳法施行細則様式第２号及び第４号の規定による書類とみなす。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県法律及び条例の規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県法律及び条例の規定に基づく立入検査等の際に携帯する職員の身分を示す証明書の様式の特例に関する規則

次に掲げる法律及び条例の規定に基づく立入検査等の際に職員が携帯するその身分を示す証明書は、他の規則の規定にかかわらず、立入

検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書（別記様式）によることができる。

○ 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２５４

○ 職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２５７

人事委員会告示

○ へき地学校等の指定……………………………………………………………………………………………………………………………（人事委員会事務局）…２５８

公営企業訓令

○ 愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部を改正する訓令…………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…２５９

○ 愛媛県公営企業公印規則の一部を改正する訓令………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２６０

○ 愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令……………………………………………………………………（ 〃 ）…２６１

雑 報

○ 愛媛海区漁業調整委員会指示（５件）……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…２６３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第３条関係） 本人確認情報開示請求書 様式第２号（第３条関係） 本人確認情報開示請求書

省略

（ 年 月 日生）

省略

省略

（ 年 月 日生）男・女

省略

省略 省略

様式第４号（第５条関係） 本人確認情報訂正（追加、削除）申出

書

様式第４号（第５条関係） 本人確認情報訂正（追加、削除）申出

書

省略

（ 年 月 日生）

省略

省略

（ 年 月 日生）男・女

省略

省略 省略

注 省略 注 省略
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� 砂防法（明治３０年法律第２９号）第２３条第１項

� 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第９４条第１項から第５項まで

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２９条

� 農業保険法（昭和２２年法律第１８５号）第２０９条第１項から第３項まで

� 水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）第１２３条第１項から第５項まで

� 養鶏振興法（昭和３５年法律第４９号）第１６条第１項

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８２条第１項

� 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第５条第１項、第１１条第１項及び第１７条第１項

	 森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第１１１条第１項から第５項まで


 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第４１条第１項並びに第６４条第１項及び第２項

� 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第５条第１項、第２２条第１項及び第３０条第

１項

� 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第８条の２第１項、第９条第１項、第９条の２第１項並びに第９条の３第１項

及び第２項


 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第３７条第１項及び第４３条第１項

� 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１９条第１項

� 愛媛県屋外広告物条例（昭和３９年愛媛県条例第５０号）第２５条第１項及び第４５条第１項

� 愛媛県青少年保護条例（昭和４２年愛媛県条例第２０号）第１７条第１項

� 愛媛県公害防止条例（昭和４４年愛媛県条例第２３号）第８５条第１項

� 愛媛県消費生活条例（昭和５０年愛媛県条例第１１号）第３１条第１項

� 愛媛県飼料検定条例（昭和５２年愛媛県条例第９号）第５条第１項

� 愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和６０年愛媛県条例第１３号）第１７条第１項

� 愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第４６条第１項

� 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１２年愛媛県条例第２号）第２６条第１項

� 愛媛県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例（平成２８年愛媛県条例第１９号）第１０条第１項（同条第３項の規定により知事

が広域専門相談員に同条第１項の調査を行わせる場合を除く。）

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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別記様式（本則関係） 立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書
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�愛媛県規則第１６号
災害救助法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

災害救助法施行細則の一部を改正する規則

災害救助法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１ 避難所及び応急仮設住宅の供与

� 避難所

ア・イ 省略

ウ 避難所設置のため支出することができる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材

費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費及

び光熱水費並びに仮設便所等の設置費（法第４条第２項の避

難所については、災害が発生するおそれがある場合において

必要となる経費で知事が定めるもの）とし、１人１日当たり

３３０円以内とする。

エ・オ 省略

カ 法第４条第１項第１号の避難所を開設できる期間は災害発

生 の日から７日以内とし、同条第２項の避難所を開設でき

る期間は法第２条第２項の規定による救助を開始した日から

知事が定める日までの期間とする。

� 省略

２～５ 省略

６ 被災した住宅の応急修理

ア～ウ 省略

エ 住宅の応急修理は、災害発生の日から３箇月（災害対策基本

法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の３第１項に規定する特定

災害対策本部、同法第２４条第１項に規定する非常災害対策本部

又は同法第２８条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置

された災害にあつては、６箇月）以内に完成する。

７～１１ 省略

１２ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費

ア 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出するこ

とができる範囲は、次に掲げる場合とする。

� 被災者（法第４条第２項の救助にあつては、避難者）の避

難に係る支援

�～� 省略

イ・ウ 省略

別表２（第１１条関係）

実費弁償

１ 令第４条第１号から第４号までに規定する者

� 日当

ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり２２，３００円以内

イ 省略

ウ 保健師、助産師、看護師及び准看護師 １人１日当たり

１５，５００円以内

エ 省略

オ 土木技術者及び建築技術者 １人１日当たり１５，０００円以内

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１ 避難所及び応急仮設住宅の供与

� 避難所

ア・イ 省略

ウ 避難所設置のため支出することができる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材

費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費及

び光熱水費並びに仮設便所等の設置費

とし、１人１日当たり

３３０円以内とする。

エ・オ 省略

カ 避難所を開設できる期間は、災害

発生の日から７日以内と

する。

� 省略

２～５ 省略

６ 被災した住宅の応急修理

ア～ウ 省略

エ 住宅の応急修理は、災害発生の日から１箇月

以内に完成する。

７～１１ 省略

１２ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費

ア 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出するこ

とができる範囲は、次に掲げる場合とする。

� 被災者 の避

難に係る支援

�～� 省略

イ・ウ 省略

別表２（第１１条関係）

実費弁償

１ 令第４条第１号から第４号までに規定する者

� 日当

ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり２２，２００円以内

イ 省略

ウ 保健師、助産師、看護師及び准看護師 １人１日当たり

１５，７００円以内

エ 省略

オ 土木技術者及び建築技術者 １人１日当たり１５，３００円以内
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、別表２の改正規定は、令和４年４月１日から施行する。

２ 改正後の災害救助法施行細則別表１の１の項及び１２の項の規定は令和３年５月２０日から、同表の６の項の規定は同年６月１８日から適用

する。

�愛媛県規則第１７号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

カ 大工 １人１日当たり２２，５００円以内

キ 左官 １人１日当たり２２，７００円以内

ク とび職 １人１日当たり２３，０００円以内

�・� 省略

２ 省略

カ 大工 １人１日当たり２１，２００円以内

キ 左官 １人１日当たり２１，８００円以内

ク とび職 １人１日当たり２１，６００円以内

�・� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検査分類 試験項目
検体の

量
単位

使用料金

額
検査分類 試験項目

検体の

量
単位

使用料金

額

１～９ 省略 １～９ 省略

１０ 地下水、

河川、海水

等

省略 １０ 地下水、

河川、海水

等

省略

大腸菌群最確数検

査

省略 大腸菌群最確数検

査

省略

大腸菌数検査

滅菌瓶

入 り

０．５リ

ットル

同 ６，２８０円

省略 省略

１１～１４ 省略 １１～１４ 省略
せつ

１５ 排泄物、

分泌物及び

浸出物

ア 省略
せつ

１５ 排泄物、

分泌物及び

浸出物

ア 省略

イ 細菌培養同定

検査
くう

� 口腔、気道

又は呼吸器か

らの検体

� 消化管から

の検体

� その他の部

位からの検体

同

同

同

１，３６０円

１，５２０円

１，３６０円

イ 細菌培養同定

検査
くう

� 口腔、気道

又は呼吸器か

らの検体

� 消化管から

の検体

� その他の部

位からの検体

同

同

同

１，２８０円

１，４４０円

１，２８０円

ウ・エ 省略 ウ・エ 省略

オ 抗酸菌検査

� 分離検査

ａ 抗酸菌分

離培養（液

体培地法）

同 ２，４００円

オ 抗酸菌検査

� 分離検査

ａ 抗酸菌分

離培養（液

体培地法）

同 ２，２４０円
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ｂ 抗酸菌分

離培養（そ

れ以外のも

の）

� 省略

同 １，６７０円

ｂ 抗酸菌分

離培養（そ

れ以外のも

の）

� 省略

同 １，６３０円

カ 薬剤感受性検

査

� 抗酸菌

� 一般細菌

同

１検体

１菌種

１検体

２菌種

１検体

３菌種

以上

３，２００円

１，４４０円

１，８４０円

２，３２０円

カ 薬剤感受性検

査

� 抗酸菌

� 一般細菌

同

１検体

１菌種

１検体

２菌種

１検体

３菌種

以上

３，０４０円

１，３６０円

１，７６０円

２，２４０円

キ 微生物核酸同

定検査

� ク ラ ミ ジ

ア・トラコマ

チス核酸検出

�～� 省略

１検体 １，５４０円

キ 微生物核酸同

定検査

� ク ラ ミ ジ

ア・トラコマ

チス核酸検出

�～� 省略

１検体 １，５８０円

ク 微生物同定検

査

� 大腸菌ベロ

トキシン定性

� 省略

同 １，５１０円

ク 微生物同定検

査

� 大腸菌ベロ

トキシン定性

� 省略

同 １，５５０円

１６・１７ 省略 １６・１７ 省略

１８ ウイルス

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

省略 １８ ウイルス

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

省略

ＨＩＶ―１、２抗

体定性
同 ８９０円

ＨＩＶ―１、２抗

体定性
同 ９２０円

省略 省略

ＨＣＶ抗体定性・

定量
同 ８４０円

ＨＣＶ抗体定性・

定量
同 ８６０円

ＨＣＶ核酸検出 同 ２，７２０円 ＨＣＶ核酸検出 同 ２，８００円

省略 省略

ＳＡＲＳ―ＣｏＶ

―２核酸検出
同 ５，６００円

ＳＡＲＳ―ＣｏＶ

―２核酸検出
同 １０，８００円

１９ 省略 １９ 省略

２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

省略 ２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

省略

結核菌特異的イン

ターフェロン－γ

産生能

同 ４，７５０円

結核菌特異的イン

ターフェロン－γ

産生能

同 ４，８９０円

省略 省略

２１ 病理学的

検査

染色体検査 １検体 ２０，４２０円 ２１ 病理学的

検査

染色体検査 １検体 ２１，０４０円

同（分染法） 同 ２３，６００円 同（分染法） 同 ２４，２２０円

省略 省略

２２～２４ 省略 ２２～２４ 省略

２５ 採取 採血（静脈） １検体 ２９０円 ２５ 採取 採血（静脈） １検体 ２８０円
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１の規定は、この規則の施行の日以後の試験等の依頼に係る使

用料について適用し、同日前の試験等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

（愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則の一部改正）

３ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

２６ 省略 ２６ 省略

別記

第１号様式の１（第１条関係） 委託書

省略

氏 名

省略

別記

第１号様式の１（第１条関係） 委託書

省略

氏 名 �

省略

省略 省略

備考

� 不要の文字は、抹消すること。

� 省略

�～� 省略

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

氏 名

省略

備考

� 省略

� 委託者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

�～� 省略

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

氏 名 �

省略

省略 省略

備考

�・� 省略

� 法人にあつては、住所欄には主たる事務所の所在地、氏

名欄にはその名称及び代表者の氏名を記載すること。

�～� 省略

（裏） 省略

第２号様式（第１条関係） 研究所使用許可申請書

省略

氏名

省略

備考

�・� 省略

� 委託者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

�～� 省略

（裏） 省略

第２号様式（第１条関係） 研究所使用許可申請書

省略

氏名 �

省略

省略 省略

備考

� 省略

� 省略

� 省略

備考

� 省略

� 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に
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ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略

! 省略

" 省略

# 省略

$ 省略

% 省略

& 省略

' 省略

( 省略

) 省略

* 省略

+ 省略

, 省略

- 省略

. 省略

/ 省略

0 省略

1 省略

2 省略

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和

２７年愛媛県規則第１７号）第１号様式の１から第２号様式まで

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略

! 省略

" 省略

# 省略

$ 省略

% 省略

& 省略

' 省略

( 省略

) 省略

* 省略

+ 省略

, 省略

- 省略

. 省略

/ 省略

0 省略

1 省略

2 省略

3 省略
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�愛媛県規則第１８号
愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県手数料条例の規定による手数料の金額等を定める規則（平成１２年愛媛県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（規則で定める手数料の金額）

第１条 省略

２～６ 省略

７ 条例別表６の表３２の項の右欄の規則で定める金額は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。

�・� 省略

� ３級の技能検定に係る実技試験（在校生（職業能力開発促進

法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に規定する公共職

業能力開発施設において職業訓練（職業能力開発促進法施行規

則（昭和４４年労働省令第２４号）第９条に規定する短期間の訓練

課程の職業訓練（以下「短期訓練課程」という。）を除く。）

を受けている者、同法第２５条の規定により設置される職業訓練

施設において同法第２４条第３項に規定する認定職業訓練（短期

訓練課程を除く。）を受けている者（現に雇用されている者を

除く。）若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力開発総

合大学校において指導員訓練（同項に規定する指導員訓練をい

う。）若しくは職業訓練（短期訓練課程を除く。）を受けてい

る者又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

高等学校、中等教育学校（同法第６６条に規定する後期課程に限

る。）、特別支援学校（同法第７６条第２項に規定する高等部に

限る。）、大学若しくは高等専門学校、同法第１２４条に規定す

る専修学校若しくは同法第１３４条第１項に規定する各種学校に

在学する者をいう。以下同じ。）に係る実技試験に限り、次号

及び第５号に該当するものを除く。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア～ウ 省略

� ２級及び３級の技能検定に係る実技試験（実技試験を実施す

る日の属する年度の４月１日において２５歳未満の在職者（雇用

（規則で定める手数料の金額）

第１条 省略

２～６ 省略

７ 条例別表６の表３２の項の右欄の規則で定める金額は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額とする。

�・� 省略

� ３級の技能検定に係る実技試験（在校生（職業能力開発促進

法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に規定する公共職

業能力開発施設において職業訓練（職業能力開発促進法施行規

則（昭和４４年労働省令第２４号）第９条に規定する短期間の訓練

課程の職業訓練（以下「短期訓練課程」という。）を除く。）

を受けている者、同法第２５条の規定により設置される職業訓練

施設において同法第２４条第３項に規定する認定職業訓練（短期

訓練課程を除く。）を受けている者（現に雇用されている者を

除く。）若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力開発総

合大学校において指導員訓練（同項に規定する指導員訓練をい

う。）若しくは職業訓練（短期訓練課程を除く。）を受けてい

る者又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する

高等学校、中等教育学校（同法第６６条に規定する後期課程に限

る。）、特別支援学校（同法第７６条第２項に規定する高等部に

限る。）、大学若しくは高等専門学校、同法第１２４条に規定す

る専修学校若しくは同法第１３４条第１項に規定する各種学校に

在学する者をいう。以下同じ。）に係る実技試験に限り、

第５号に該当するものを除く。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア～ウ 省略

� ２級及び３級の技能検定に係る実技試験（実技試験を実施す

る日の属する年度の４月１日において３５歳未満の者（在校生及
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附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１９号
愛媛県土地改良法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県土地改良法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県土地改良法施行細則（昭和４０年愛媛県規則第４５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項の被保険者をい

い、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表

第１の上欄の在留資格をもって在留する者を除く。）及び同日

において３５歳未満の在校生（同欄の在留資格をもって在留する

者を除き、低所得世帯に属する在校生に限る。以下「３５歳未満

の在校生」という。）に係る実技試験に限り、次号に該当する

ものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア～ウ 省略

� ３級の技能検定に係る実技試験（

３５歳未満の在校生

に係る実技試験に限る。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア・イ 省略

８ 前項第４号の「低所得世帯」とは、３５歳未満の在校生の属する

世帯の世帯主及び全ての世帯員が実技試験を実施する日の属する

年度（当該実技試験の申込みを４月から７月までの間に行う場合

にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の

規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。）

の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定

により課する所得割を除く。）が課されていない者（市町村（特

別区を含む。）の条例で定めるところにより当該市町村民税を免

除された者を含む。）である世帯並びに生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）による保護を受けている世帯をいう。

び険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項の被保険者をい

い、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表

第１の上欄の在留資格をもって在留する者を除く。）及び同日

において３５歳未満の在校生（同欄の在留資格をもって在留する

者を除き、低所得世帯に属する在校生に限る。以下「３５歳未満

の在校生」という。）に係る実技試験に限るり、次号に該当す

るものを除。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア～ウ 省略

� ３級の技能検定に係る実技試験（実技試験を実施する日の属

する年度の４月１日において３５歳未満の在校生（出入国管理及

び難民認定法別表第１の上欄の在留資格をもって在留する在校

生を除く。）に係る実技試験に限る。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア・イ 省略

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条関係）

省略

事務所の所在地

土地改良区 理事長

省略

様式第２号（第４条関係）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

注 省略

様式第３号（第５条関係）

土地改良区設立認可申請書

様式第１号（第２条関係）

省略

事務所所在地

土地改良区 理事長 �

省略

様式第２号（第４条関係）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略

注１ 省略

２ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署

名することができる。

様式第３号（第５条関係）

土地改良区設立認可申請書
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１９１

省略

申請者
住 所

氏 名

省略

申請者
住 所

氏 名 �

省略 省略

注 省略

様式第４号（第６条関係）

省略

愛媛県知事 様

事務所の所在地

土地改良区 理事長

省略

３ 業務の執行及び 会計経理に関する事項を記載した書面

（規約）

省略

注 ４の書面は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

４１条第１項の規定により債権者の同意を得る場合にのみ添付

すること。

様式第５号（第７条関係）

新規土地改良事業施行認可申請書

注 省略

様式第４号

省略

愛媛県知事様

事務所所在地

何 土地改良区 理事長 氏 名�

省略

３ 業務の執行および会計経理に関する事項を記載した書面

（規約）

省略

〔注〕 ４の書面は、法第４１条

の規定により債権者の同意を得る場合にのみ必要

である 。

様式第５号（第７条関係）

新規土地改良事業施行認可申請書

省略

名称及び代表者の氏名

省略

名称及び代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第６号（第７条関係）

県営土地改良事業施行申請書

注 省略

様式第６号（第７条関係）

県営土地改良事業施行申請書

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 土地改良法第８５条の２第１項の申請の場合（３の場合を

除く。）にあつては、次の書類を添付すること。

�～� 省略

３ 省略

４ 土地改良法第８５条の３第１項の施設更新事業の申請の場

合（５の場合を除く。）にあつては、次の書類を添付する

こと。

�～� 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

様式第７号（第７条関係）

農業協同組合等土地改良事業施行認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 土地改良法第８５条の２第１項の申請の場合（４の場合を

除く。）にあつては、次の書類を添付すること。

�～� 省略

４ 省略

５ 土地改良法第８５条の３第１項の施設更新事業の申請の場

合（６の場合を除く。）にあつては、次の書類を添付する

こと。

�～� 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

様式第７号（第７条関係）

農業協同組合等土地改良事業施行認可申請書

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

１９２

注

１ 省略

２ 省略

様式第８号（第８条関係）

土地改良事業計画変更認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

様式第８号（第８条関係）

土地改良事業計画変更認可申請書

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規

定による土地改良区が行う土地改良事業計画の変更（２の

軽微な変更を除く。）の場合にあつては、次の書類を添付

すること。

�～� 省略

２ 省略

３ 土地改良法第９５条の２第１項の規定による農業協同組合

等が行う土地改良事業計画の変更（４の軽微な変更を除

く。）の場合にあつては、次の書類を添付すること。

�～� 省略

４ 省略

５ 省略

様式第９号（第９条関係）

土地改良事業廃止認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規

定による土地改良区が行う土地改良事業計画の変更（３の

軽微な変更を除く。）の場合にあつては、次の書類を添付

すること。

�～� 省略

３ 省略

４ 土地改良法第９５条の２第１項の規定による農業協同組合

等が行う土地改良事業計画の変更（５の軽微な変更を除

く。）の場合にあつては、次の書類を添付すること。

�～� 省略

５ 省略

６ 省略

様式第９号（第９条関係）

土地改良事業廃止認可申請書

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第１０号（第１０条関係）

農業集落排水施設整備事業施行認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

様式第１０号（第１０条関係）

農業集落排水施設整備事業施行認可申請書

省略

申請者
主たる事務所の所在地

名称及び代表者の氏名

省略

申請者
主たる事務所の所在地

名称及び代表者の氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 事業計画を変更する場合は、「農業集落排水施設整備事

業施行認可申請書」を「農業集落排水施設整備事業計画変

更認可申請書」と記載し、事業参加予定者の欄及び事業費

の欄並びに１の�から�まで については、計画変

更後に行う事業について記載し、事業計画の変更の事由を

記載した書面を併せて添付すること。

�～� 省略

３ 省略

様式第１１号（第１１条関係）

注１ 省略

２ 事業計画を変更する場合は、「農業集落廃水施設整備事

業施行認可申請書」を「農業集落廃水施設整備事業計画変

更認可申請書」と記載し、事業参加予定者の欄及び事業費

の欄並びに１の�、�、�、�及び�については、計画変

更後に行う事業について記載し、事業計画の変更の事由を

記載した書面を併せ 添付すること。

�～� 省略

３ 省略

様式第１１号（第１１条関係）
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１９３

省略

名称及び代表者の氏名

省略

様式第１２号（第１２条関係）

換地計画認可申請書

省略

名称及び代表者の氏名 �

省略

様式第１２号（第１２条関係）

換地計画認可申請書

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

様式第１３号（第１３条関係）

換地計画変更認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

様式第１３号（第１３条関係）

換地計画変更認可申請書

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

様式第１４号（第１４条関係）

省略

愛媛県知事 様

事務所の所在地

土地改良区 理事長

省略

注１ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

様式第１４号

省略

愛媛県知事様

事務所所在地

何土地改良区 理事長 氏 名�

省略

省略 省略

様式第１５号（第１４条関係）

省略

事務所の所在地

土地改良区 理事長

省略

様式第１５号（第１４条関係）

省略

事務所所在地

土地改良区 理事長 �

省略

省略 省略

添付書類 省略

様式第１６号（第１５条関係）

土地改良区解散認可申請書

愛媛県知事 様

事務所の所在地

土地改良区 理事長

省略

３ 債権者の同意があつたことを証する書面（同意が得られ

ないときは、その事由を記載した書面）

省略

様式第１７号（第１６条関係）

省略

愛媛県知事 様

土地改良区から選任された設立委員

住 所

添付書類 省略

様式第１６号

何土地改良区解散認可申請書

愛媛県知事様

事務所所在地

何土地改良区 理事長 氏 名�

省略

３ 債務者の同意があつたことを証する書面

（または同意が得られない事由を記載した書面）

省略

様式第１７号

省略

愛媛県知事様

甲土地改良区から選任された設立委員

住 所 氏 名�
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氏 名

土地改良区から選任された設立委員

住 所

氏 名

このたび、 土地改良区及び 土地改良区が合併し

て、 土地改良区を設立したいので（当土地改良区は、

土地改良区と合併したいので）認可されたく次の書類を添

えて申請します。

１ 合併によつて解散する土地改良区の名称及び 住所を記

載した書面

省略

５ 事業費の細目及び 資金計画を記載した書面

６ 業務の執行及び 会計経理に関する事項を記載した書面

省略

９ 事業報告書、収支決算書及び 財産目録

１０ 債権者の同意があつたことを証する書面（同意が得られ

ないときは、その事由を記載した書面）

１１ 定款及び 合併契約書を設立委員が共同して作成したも

のであることを証する書面

注 省略

様式第１８号（第１７条関係）

省略

甲
事務所の所在地

土地改良区 理事長

申請者

乙
事務所の所在地

土地改良区 理事長

省略

様式第１９号（第１８条関係） 交換分合計画認可申請書

乙土地改良区から選任された設立委員

住 所 氏 名�

このたび、甲土地改良区と、乙土地改良区が合併して、何

土地改良区 を設立したいので（当土地改良区は、何

土地改良区 と合併したいので）認可されたく次の書類を添

えて申請します。

１ 合併によつて解散する土地改良区の名称および住所を記

載した書面

省略

５ 事業費の細目および資金計画を記載した書面

６ 業務の執行および会計経理に関する事項を記載した書面

省略

９ 事業報告書、収支決算書および財産目録

１０ 債権者の同意があつたことを証する書面

（または同意が得られない事由を記載した書面）

１１ 定款および合併契約書を設立委員が共同して作成したも

のであることを証する書面

〔注〕 省略

様式第１８号（第１７条関係）

省略

甲
事務所の所在地

土地改良区 理事長 �

申請者

乙
事務所の所在地

土地改良区 理事長 �

省略

様式第１９号（第１８条関係） 交換分合計画認可申請書

省略

名称及び代表者の氏名

省略

名称及び代表者の氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 申請者が市町の場合にあつては、次の書類を添付するこ

と。

�～� 省略

� � の土地改良事業を行う場合において交換分合を行

うことを必要とする理由を記載した書面

�・� 省略

３ 申請者が農業協同組合、農地利用集積円滑化団体又は農

地中間管理機構の場合にあつては、次の書類を添付するこ

と。

� 省略

� 土地改良法第１００条第１項の同意があつたことを証す

る書面及び総会（総会を置かない農地利用集積円滑化団

体又は農地中間管理機構にあつては、当該農地利用集積

円滑化団体又は農地中間管理機構の理事が組織する会

議）の議事録の謄本

�・� 省略

４・５ 省略

注１ 省略

２ 申請者が市町の場合にあつては、次の書類を添付するこ

と。

�～� 省略

� 前号の土地改良事業を行う場合において交換分合を行

うことを必要とする理由を記載した書面

�・� 省略

３ 申請者が農業協同組合、農地利用集積円滑化団体又は農

地中間管理機構の場合にあつては、次の書類を添付するこ

と。

� 省略

� 土地改良法第１００条第１項の同意があつたことを証す

る書面及び総会（総会を置かない農地利用集積円滑化団

体又は農地中間管理機構にあつては、当該農地利用集積

円滑化団体又は農地中間管理機構の理事が組織する会

議）の議事録の謄本

�・� 省略

４・５ 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

１９５

��������������

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の愛媛県土地改良法施行細則様式第４号及び様式第１４号から様式第１７号までの規定による

申請書は、改正後の愛媛県土地改良法施行細則様式第４号及び様式第１４号から様式第１７号までの規定による申請書とみなす。

�愛媛県規則第２０号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１３

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１４号から第２１号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 土木部道路都市局都市整備課都市公園管理係長

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

� 出納局の会計課長に委任させる事務は、本庁各課及び

地方機関に属する会計事務の

うち、次に掲げるもの（第１３号に掲げる会計事務を除く。）と

する。

ア・イ 省略

ウ 本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、会計課が

指定納付受託者に納付させる手数料等の収納及び保管

�～� 省略

� 土木部道路都市局都市整備課都市公園管理係長に委任させる

事務は、本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、都市

整備課が受け入れる南楽園の運営及び維持管理に関する寄附金

の収納及び保管に関すること。

� 省略

� 省略

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１２

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１３号から第２０号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

� 出納局の会計課長に委任させる事務は、本庁各課並びに中予

地方局及びその所管区域内にある地方機関に属する会計事務の

うち、次に掲げるもの（第１２号に掲げる会計事務を除く。）と

する。

ア・イ 省略

�～� 省略

� 省略

� 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

１９６

告 示

�愛媛県告示第３２８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３２９号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３３０号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� エチル＝２－［１－（５－フルオロペンチル）－１Ｈ－イン

ドール－３－カルボキサミド］－３，３－ジメチルブタノアー

ト及びその塩類

� ２－（３－メトキシフェニル）－２－（プロピルアミノ）シ

クロヘキサン－１－オン及びその塩類

� ２－［（４－エトキシフェニル）メチル］－５－ニトロ－１

－［２－（ピロリジン－１－イル）エチル］－１Ｈ－ベンゾ［

ｄ］イミダゾール及びその塩類

� １，２－ジフェニル－２－（ピロリジン－１－イル）エタン

－１－オン及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

令和４年３月１７日

附 則

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第７条第１項第１号の改正規定（「第１２号」を「第１３号」に改める部分を除く。）

は、公布の日から施行する。

２ 株式会社日本政策金融公庫が行う恩給担保金融に関する法律（昭和２９年法律第９１号）第１０条第１項及び附則第２条第１項並びに年金制

度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４０号。以下「改正法」という。）附則第７０条第１項に規定す

る業務を行う株式会社日本政策金融公庫並びに沖縄振興開発金融公庫法（昭和４７年法律第３１号）第１９条第１項第２号及び附則第６条第１

項並びに改正法附則第７１条第１項に規定する業務を行う沖縄振興開発金融公庫は、改正後の愛媛県会計規則第８５条第１項の受給者に該当

するものとする。

� 警察本部の会計課長に委任させる事務は、警察本部に属する

会計事務のうち、次に掲げるもの（次号、第１６号及び第１８号に

掲げる会計事務を除く。）とする。

ア・イ 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

２ 省略

（受給者の届出事項）

第８５条 支出命令者は、県内に居住する恩給を受ける者（

以下「受給者」という。）で、隔

地払の方法により恩給の支払を受けようとするものに対し、あら

かじめ希望する指定金融機関又は指定代理金融機関（以下「恩給

支払金融機関」という。）の名称を届け出させ、及び恩給受領に

使用する印鑑の印影を恩給支払金融機関に届け出させなければな

らない。

２ 省略

� 警察本部の会計課長に委任させる事務は、警察本部に属する

会計事務のうち、次に掲げるもの（次号、第１５号及び第１７号に

掲げる会計事務を除く。）とする。

ア・イ 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

２ 省略

（受給者の届出事項）

第８５条 支出命令者は、県内に居住する恩給を受ける者（株式会社

日本政策金融公庫及び法律で定める金融機関であつて恩給を受領

する権利を有するものを含む。以下「受給者」という。）で、隔

地払の方法により恩給の支払を受けようとするものに対し、あら

かじめ希望する指定金融機関又は指定代理金融機関（以下「恩給

支払金融機関」という。）の名称を届け出させ、及び恩給受領に

使用する印鑑の印影を恩給支払金融機関に届け出させなければな

らない。

２ 省略

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

愛媛県立南宇和
病院

南宇和郡愛南町城辺甲２４
３３番地１ 愛 媛 県

令和７年
３月３１日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名

浦屋医院 松山市中一万町５番地１０ 医療法人社団酉
仁会



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

１９７

�愛媛県告示第３３１号
愛媛県経営体育成促進換地等調整事業補助金交付規程（昭和４７年１１月愛媛県告示第１０９３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施

行する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、農地中間管理機構関連農地整備事業に係る

補助事業に要する経費にあつては１００分の６２．５以内（第１号に掲

げる地域において行う補助事業にあつては、１００分の６５以内）、

中山間地域農業農村総合整備事業に係る補助事業に要する経費に

あつては１００分の５５以内（同号に掲げる地域において行う補助事

業にあつては、１００分の６０以内）、農地中間管理機構関連農地整

備事業及び中山間地域農業農村総合整備事業以外の事業に係る補

助事業に要する経費にあつては１００分の５０以内（次に掲げる地域

又は区域において行う補助事業にあつては、１００分の５５以内）と

する。

�～� 省略

� 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年

法律第１９号）第２条第１項（同法第４３条の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第

１項若しくは第２項（これらの規定を同法第４３条の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）、第４１条第１項若しくは第

２項（同条第３項において準用する場合を含む。）、第４２条又

は第４４条第４項の規定により過疎地域とみなされる区域を含

む。）

�～� 省略

� 棚田地域振興法（令和元年法律第４２号）第７条第１項の規定

に基づき指定された指定棚田地域

附 則

３ 省略

４ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法附則第６条第

１項、第７条第１項及び第８条第１項の規定により同法附則第５

条に規定する特定市町村の区域とみなされる区域（第４条各号に

掲げる地域又は区域を除く。）において行う農地中間管理機構関

連農地整備事業及び中山間地域農業農村総合整備事業以外の事業

に係る補助事業に要する経費に関する補助金の額は、第４条の規

定にかかわらず、令和３年度又は令和４年度に採択された補助事

業に係るものにあつては当該経費の１００分の５５以内と、令和５年

度に採択された補助事業に係るものにあつては当該経費の１００分

の５４以内と、令和６年度に採択された補助事業に係るものにあつ

ては当該経費の１００分の５３以内と、令和７年度に採択された補助

事業に係るものにあつては当該経費の１００分の５２以内と、令和８

年度に採択された補助事業に係るものにあつては当該経費の１００

分の５１以内とする。

様式第１号（第５条関係） 経営体育成促進換地等調整事業補助金

交付申請書

省略

代表者氏名

省略

様式第４号（第７条、様式第２号、様式第３号関係） 経営体育成

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、農地中間管理機構関連農地整備事業に係る

補助事業に要する経費にあつては１００分の６２．５以内（第１号に掲

げる地域において行う補助事業にあつては、１００分の６５以内）、

中山間地域農業農村総合整備事業に係る補助事業に要する経費に

あつては１００分の５５以内（同号に掲げる地域において行う補助事

業にあつては、１００分の６０以内）、農地中間管理機構関連農地整

備事業及び中山間地域農業農村総合整備事業以外の事業に係る補

助事業に要する経費にあつては１００分の５０以内（次に掲げる地域

又は区域において行う補助事業にあつては、１００分の５５以内）と

する。

�～� 省略

� 過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）

法律第１９号）第２条第１項（同法第４３条の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３３条第

１項若しくは第２項（これらの規定を同法第４３条の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）、第４１条第１項若しくは第

２項（同条第３項において準用する場合を含む。）、第４２条又

は第４４条第４項の規定により過疎地域とみなされる区域を含

む。）

�～� 省略

附 則

３ 省略

様式第１号（第５条関係） 経営体育成促進換地等調整事業補助金

交付申請書

省略

代表者氏名 �

省略

様式第４号（第７条、様式第２号、様式第３号関係） 経営体育成



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

１９８

��������������
�愛媛県告示第３３２号
愛媛県民有林林道事業補助金交付規程（昭和３０年３月愛媛県告示第２２２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、令和３年度

事業から適用する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

促進換地等調整事業変更承認申請書

省略

代表者氏名

省略

注 省略

様式第５号（第９条、様式第２号関係） 経営体育成促進換地等調

整事業実績報告書

省略

代表者氏名

促進換地等調整事業変更承認申請書

省略

代表者氏名 �

省略

注 省略

様式第５号（第９条、様式第２号関係） 経営体育成促進換地等調

整事業実績報告書

省略

代表者氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第７号（第１０条関係） 経営体育成促進換地等調整事業補助金

請求書

省略

代表者氏名

省略

注 省略

様式第７号（第１０条関係） 経営体育成促進換地等調整事業補助金

請求書

省略

代表者氏名 �

省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

事 業 の 種 目

事業

の種

目の

内容

補助率

事 業 の 種 目

事業

の種

目の

内容

補助率

基準

率

基準

率

市町
市町

以外
市町

市町

以外

１ 特

定森

林再

生事

業

� 森林

災害等

復旧林

道の開

設

ア 離島を除く

過疎地域（過

疎地域の持続

的発展の支援

に関する特別

措置法（令和

３年法律第１９

号）第２条第

１項（同法第

４３条の規定に

より読み替え

て適用する場

合を含む。）

に規定する過

疎地域（同法

第３条第１項

若しくは第２

項（これらの

省略 １ 環

境林

整備

事業

� 森林

災害等

復旧林

道の開

設

ア 離島を除く

過疎地域（過

疎地域自立促

進特別措置法

（平成１２年法

律第１５号）

第２条第

１項

に規定する過

疎地域（同法

第３３条

省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

１９９

��������������
�愛媛県告示第３３３号
愛媛県民有林林道事業補助金交付規程（昭和３０年３月愛媛県告示第２２２号）の一部を次のように改正し、令和４年４月１日から施行する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

規定を同法第

４３条の規定に

より読み替え

て適用する場

合 を 含

む。）、第４１

条第１項若し

く は 第２項

（同条第３項

において準用

する場合を含

む。）、第４２

条又は第４４条

第４項の規定

により過疎地

域とみなされ

る区域及び同

法附則第６条

第１項、第７

条第１項又は

第８条第１項

の規定により

同法附則第５

条に規定する

特定市町村の

区域とみなさ

れる区域を含

む 。 ） を い

う 。 以 下 同

じ。）の市町

及び振興山村

の地域（山村

振興法（昭和

４０年法律第６４

号）第７条第

１項の規定に

より振興山村

に指定された

地域をいう。

以下同じ。）

で行うもの

の規定

により過疎地

域とみなされ

る区域

を含

む 。 ） を い

う 。 以 下 同

じ。）の市町

及び振興山村

の地域（山村

振興法（昭和

４０年法律第６４

号）第７条第

１項の規定に

より振興山村

に指定された

地域をいう。

以下同じ。）

で行うもの

イ～エ 省略 イ～エ 省略

２～４

省略

２～４

省略

２～５ 省略 ２～５ 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２００

改 正 後 改 正 前

（補助の基準 ）

第３条 補助金は、県が必要と認める林道に関する事業に対し、当

該事業を行う事業主体に、別表第１に掲げる事業ごとに知事が別

に定める基準により交付する。

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

� 特定森林再生事業

� 森林資源循環利用林道整備事業
じん

� 山村強靱化林道整備事業

� 林業専用道整備事業

２ 林道施設災害関連事業

３ 森林整備事業（農山漁村地域整備交付金関係）

� 育成林整備事業

� 共生環境整備事業

� 林道改良事業

� 林道点検診断・保全整備事業

� フォレスト・コミュニティ総合整備事業

� 山のみち地域づくり交付金事業

４ 地方創生道整備事業

� 育成林整備事業

� 林道改良事業

� 山のみち地域づくり交付金事業

� 林道点検診断・保全整備事業

５ 県単独林道整備事業

（補助の基準及び補助率）

第３条 補助金は、県が必要と認める林道に関する事業に対し、当

該事業を行う事業主体に、別表第１の基準

により交付する。

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

事業の種目

事業

の種

目の

内容

補助率

基準

率

市町
市町

以外

１ 特

定森

林再

生事

業

� 森

林災

害等

復旧

林道

の開

設

ア 離島を除く過

疎地域（過疎地

域の持続的発展

の支援に関する

特別措置法（令

和３年法律第１９

号）第２条第１

項（同法第４３条

の規定により読

み替えて適用す

る 場 合 を 含

む。）に規定す

る過疎地域（同

法第３条第１項

若しくは第２項

（これらの規定

を同法第４３条の

規定により読み

替えて適用する

場 合 を 含

む。）、第４１条

第１項若しくは

第２項（同条第

３項において準

用する場合を含

む。）、第４２条

又は第４４条第４

項の規定により

過疎地域とみな

される区域及び

同法附則第６条

第１項、第７条

第１項又は第８

条第１項の規定

により同法附則

第５条に規定す

る特定市町村の

区域とみなされ

る 区 域 を 含

む。）をいう。

自動

車道

当該

事業

に係

る事

業費

（林

道に

関す

る事

業の

ため

直接

必要

な工

事費

（工

事雑

費を

除

く。

）を

い

い、

工事

の施

工に

付随

する

用地

費、

補償

費そ

の他

間接

的な

経費

は、

含ま

な

い。

１０分

の

５．５

以内

１０分

の６

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０１

以下同じ。）の

市町及び振興山

村の地域（山村

振興法（昭和４０

年法律第６４号）

第７条第１項の

規定により振興

山村に指定され

た地域をいう。

以下同じ。）で

行うもの

以下

同

じ。

）

イ 離島である過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域で行うもの

同 同 １０分

の６

以内

１０分

の

６．５

以内

ウ 離島を除く過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域以外の地域で

行うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

エ 離島である過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域以外の地域で

行うもの

同 同 同 １０分

の６

以内

２ 森

林資

源循

環利

用林

道整

備事

業

� 林

業生

産基

盤整

備道

開設

ア 森

林造

成林

道

（間

伐を

行う

ため

に開

設す

る林

道、

水源

山地

にお

いて

複層

林施

業を

行う

ため

の保

安施

設事

業と

林道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 同

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の６

以内

１０分

の

６．５

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０２

の開

設と

を一

体と

した

事業

に係

る林

道及

び森

林法

（昭

和２６

年法

律第

２４９

号）

第３９

条の

３第

１項

の規

定に

基づ

き指

定さ

れた

特定

保安

林の

整備

を行

うた

めに

開設

する

林道

をい

う。

以下

同

じ。

）

の地域

で行う

もの

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 同 １０分

の６

以内

イ 峰

越連

絡林

道

（林

業生

産基

盤の

整備

を図

� 幹線

林 道

（離島

で行う

もの）

同 同 １０分

の６

以内

１０分

の８

以内

� 幹線

林 道

（�以

外のも

の）

同 同 １０分

の

５．５

以内

６０分

の４３

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０３

り、

農山

村地

域の

振興

に資

する

た

め、

林道

規程

（昭

和４８

年４

月１

日付

け４８

林野

道第

１０７

号林

野庁

長官

通

知）

に規

定す

る自

動車

道に

該当

する

既設

の林

道

（以

下

「既

設林

道」

とい

う。

）と

他の

既設

林道

又は

これ

と同

程度

の構

造を

有す

� その

他の林

道

同 同 同 １０分

の

５．５

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０４

る道

路施

設と

の相

互間

を峰

越し

等に

より

連絡

する

林道

をい

う。

以下

同

じ。

）

ウ 森

林造

成林

道及

び峰

越連

絡林

道以

外の

林道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 同

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 １０分

の６

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０５

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

� 林

業生

産基

盤整

備道

改

良・

舗装

ア 幹線林道 同 同 同 同

イ その他の林道

（改良）

同 同 １０分

の

３．５

以内

１０分

の

３．５

以内

ウ その他の林道

（舗装）

同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

� 林

業専

用道

開設

ア 離島を除く過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域で行うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

イ 離島である過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域で行うもの

同 同 同 １０分

の６

以内

ウ 離島を除く過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域以外の地域で

行うもの

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

エ 離島である過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域以外の地域で

行うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

� 林

業専

用道

等改

良・

舗装

ア 改良 同 同 １０分

の

３．５

以内

１０分

の

３．５

以内

イ 舗装 同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

� �から�まで以外の林

道整備

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

３ 山

村強
じん

靱化

林道

整備

事業

� 山

村強
じん

靱化

林道

開設

ア 森

林造

成林

道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の６

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０６

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の６

以内

１０分

の

６．５

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 同 １０分

の６

以内

イ 峰

越連

絡林

道

� 幹線

林 道

（離島

で行う

もの）

同 同 １０分

の６

以内

１０分

の８

以内

� 幹線

林 道

（�以

外のも

の）

同 同 １０分

の

５．５

以内

６０分

の４３

以内

� その

他の林

道

同 同 同 １０分

の

５．５

以内

ウ 森

林造

成林

道及

び峰

越連

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

同 同 同 同



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０７

絡林

道以

外の

林道

村の地

域で行

うもの

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 １０分

の６

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

� 山

村強
じん

靱化

林道

改

良・

舗装

ア 幹線林道 同 同 同 同

イ その他の林道

（改良）

同 同 １０分

の

３．５

以内

１０分

の

３．５

以内

ウ その他の林道

（舗装）

同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

� �及び�以外の林道整

備

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

４ 林

業専

用道

整備

事業

� 林

業専

用道

開設

ア 離島を除く過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域で行うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

イ 離島である過

疎地域の市町及

同 同 同 １０分

の６
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２０８

び振興山村の地

域で行うもの

以内

ウ 離島を除く過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域以外の地域で

行うもの

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

エ 離島である過

疎地域の市町及

び振興山村の地

域以外の地域で

行うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

� 林

業専

用道

等改

良・

舗装

ア 改良 同 同 １０分

の

３．５

以内

１０分

の

３．５

以内

イ 舗装 同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

� �及び�以外の林道整

備

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

２ 林道施設災害関連事業

事業の種目
事業の種

目の内容

補助率

基準

率

市町
市町

以外

１ 奥地幹線林道 自動車道 当該事業

に係る事

業費

１０分

の５．５

以内

１０分

の ６

以内

２ その他の林道 自動車道

及び軽車

道

同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内
じん

備考 補助金の交付の対象とする事業が激甚災害に対処するた

めの特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１５０

号）第５条第１項に規定する災害関連事業である場合にあ

つては、この表の補助率による補助のほか、当該災害関連

事業に要する経費の額（この表の補助率による補助の額に

相当する部分の額を除く。）のうち次の各号に掲げる額に

それぞれ当該各号に定める補助率を乗じて得た額を合算し

た額を補助する。
じん

� 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する

法律施行令（昭和３７年政令第４０３号。以下「政令」とい

う。）第１６条第２号イで定める額 １０分の７

� 政令第１６条第２号ロで定める額 １０分の８

� 政令第１６条第２号ハで定める額 １０分の９

３ 森林整備事業（農山漁村地域整備交付金関係）

事業の種目

事業

の種

目の

内容

補助率

基準

率

市町
市町

以外



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２０９

１ 育

成林

整備

事業

� 森

林管

理

道、

林業

専用

道及

び森

林施

業道

の開

設

ア 森

林造

成林

道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

自動

車道

当該

事業

に係

る事

業費

１０分

の５．５

以内

１０分

の ６

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の ６

以内

１０分

の６．５

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 同 １０分

の ６

以内

イ 峰

越連

絡林

道

� 幹線

林 道

（離島

で行う

もの）

同 同 １０分

の ６

以内

１０分

の ８

以内

� 幹線

林 道

（�以

外のも

の）

同 同 １０分

の５．５

以内

６０分

の４３

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１０

� その

他の林

道

同 同 同 １０分

の５．５

以内

ウ 森

林造

成林

道及

び峰

越連

絡林

道以

外の

林道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 同

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 １０分

の ６

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

２ 共

生環

境整

備事

業

� 森

林管

理道

整備

（開

設）

ア 森

林造

成林

道

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 １０分

の ６

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１１

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 １０分

の ６

以内

１０分

の６．５

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 同 １０分

の ６

以内

イ 峰

越連

絡林

道

� 幹線

林 道

（離島

で行う

もの）

同 同 １０分

の ６

以内

１０分

の ８

以内

� 幹線

林 道

（�以

外のも

の）

同 同 １０分

の５．５

以内

６０分

の４３

以内

� その

他の林

道

同 同 同 １０分

の５．５

以内

ウ 森

林造

成林

道及

び峰

越連

絡林

道以

外の

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 同



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１２

林道 � 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域で行

うもの

同 同 同 １０分

の ６

以内

� 離島

を除く

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内

� 離島

である

過疎地

域の市

町及び

振興山

村の地

域以外

の地域

で行う

もの

同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

� 森

林管

理道

整備

（改

良・

舗

装）

ア 幹線林道 同 同 同 同

イ そ の 他 の 林

道（改良）

同 同 １０分

の３．５

以内

１０分

の３．５

以内

ウ そ の 他 の 林

道（舗装）

同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

３ 林

道改

良事

業

� 林

道改

良・

舗装

ア 幹線林道 同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内

イ そ の 他 の 林

道（改良）

同 同 １０分

の３．５

以内

１０分

の３．５

以内

ウ そ の 他 の 林

道（舗装）

同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

４ 林道点検診断・保全整備事業 同 同 １０分

の５．５

以内

１０分

の５．５

以内



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１３

５ フ

ォレ

ス

ト・

コミ

ュニ

ティ

総合

整備

事業

� 林

道整

備

ア 森 林 基 幹 道

開設

同 同 同 １０分

の ７

以内

イ 林

道改

良・

舗装

� 幹線

林道

同 同 同 １０分

の５．５

以内

� その

他の林

道（改

良）

同 同 １０分

の３．５

以内

１０分

の３．５

以内

� その

他の林

道（舗

装）

同 同 ６０分

の２３

以内

６０分

の２３

以内

� 林

道関

連施

設の

整備

ア 林 業 施 設 用

地整備

整地

及び

附帯

施設

同 １０分

の ５

以内

１０分

の ５

以内

イ 作 業 ポ イ ン

ト整備

用地

及び

取付

道路

同 同 同

６ 山

のみ

ち地

域づ

くり

交付

金事

業

� 山

のみ

ちの

整備

ア 林道整備 自動

車道

同 ３ 分

の ２

に 調

整 率

を 乗

じ て

得 た

率 に

１００分

の ５

を 加

え た

率 以

内

イ 森 林 作 業 道

等整備

同 同 ３ 分

の ２

に 調

整 率

を 乗

じ て

得 た

率 以

内

３ 分

の ２

に 調

整 率

を 乗

じ て

得 た

率 以

内

� 地域創造型整備 施設

の整

備

同 ３ 分

の ２

以内

３ 分

の ２

以内

４ 地方創生道整備事業



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１４

�������
�愛媛県告示第３３４号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（大型魚）に関する令和３管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和３年６月愛媛県告示第８９３号）を次のとおり変更し

た。

事業の種目

事業

の種

目の

内容

補助率

基準 率

１ 育

成林

整備

事業

� 森

林管

理

道、

林業

専用

道及

び森

林施

業道

の開

設

ア 森

林造

成林

道及

び峰

越連

絡林

道以

外の

林道

� 過疎

地域の

市町及

び振興

山村の

地域で

行うも

の

自動

車道

当該事

業に係

る事業

費

１０分の

５以内

� その

他の地

域で行

うもの

同 同 １０分の

４．５以

内

２ 林

道改

良事

業

� 林

道改

良・

舗装

ア 幹線林道 同 同 １０分の

５以内

イ その他の林道

（改良）

同 同 １０分の

３以内

ウ その他の林道

（舗装）

同 同 ３分の

１以内

３ 山

のみ

ち地

域づ

くり

交付

金事

業

� 山

のみ

ちの

整備

ア 林道整備 同 同 ３分の

２に調

整率を

乗じて

得た率

以内

イ 森林作業道等

整備

同 同 同

� 地域創造型整備 施設

の整

備

同 ３分の

２以内

４ 林道点検診断・保全整備事業 自動

車道

同 １０分の

５以内

５ 県単独林道整備事業

事業の種目

事業

の種

目の

内容

補助率

基準

率

市町
市町

以外

１ 作業道開設 自動

車道

当該事業

に係る事

業費

１０分

の５

以内

１０分

の５

以内

２ 作業道改良 同 同 同 同



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１５

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３３５号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

くろまぐろ（小型魚）に関する令和４管理年度（令和４年４月１日

から令和５年３月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲

可能量を次のように定めた。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３３６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

くろまぐろ（大型魚）に関する令和４管理年度（令和４年４月１日

から令和５年３月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲

可能量を次のように定めた。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３３７号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

するめいかに関する令和４管理年度（令和４年４月１日から令和５

年３月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可能量を次

のように定めた。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市松神子土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出

があった。

令和４年３月２９日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

退 任

�������
�愛媛県告示第３４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市角野土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年３月２９日

�愛媛県告示第３３８号
愛媛県収入証紙をもつて納付すべき使用料及び手数料の範囲（昭和３９年３月愛媛県告示第２８３号）の一部を次のように改正する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

知事管理区分
知事管理漁獲可能量

変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ
（大型魚）漁業 ５．６トン ２．６トン

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

４月から６月まで ４．０トン

７月から９月まで １．０トン

愛媛県くろまぐろ
（小型魚）漁業 １０月から１２月まで １．０トン

１月から３月まで ３．９トン

総計 ９．９トン

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県くろまぐろ
（大型魚）漁業 ５．０トン

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県するめいか漁業 現行水準

改 正 後 改 正 前

次のものを除く使用料及び手数料

１ 省略

２ 手数料（第１７号及び第１８号にあつては、日本マルチペイメント

ネットワーク運営機構が運営するマルチペイメントネットワーク

を利用した方法により納付するものに限る。）

�～� 省略

� 指定納付受託者に納付を委託する手数料

次のものを除く使用料及び手数料

１ 省略

２ 手数料（第１７号及び第１８号にあつては、日本マルチペイメント

ネットワーク運営機構が運営するマルチペイメントネットワーク

を利用した方法により納付するものに限る。）

�～� 省略

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 惇 新居浜市又野２丁目２－２２

��������������



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２１６

��������������

��������������

��������������

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第３４１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

新居浜市角野土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年３月２９日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

�������
�愛媛県告示第３４２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和４年３月２９日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和４年３月１８日

３ 指定道路の位置

四国中央市中之庄町字的ノ尾１０５５番２の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３１．８５メートル

� 幅員 ４．１５メートル

�愛媛県告示第３４３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年３月２９日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

�愛媛県告示第３４４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 � 敏 起 新居浜市北内町一丁目５－１８

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 横 川 洋二郎 新居浜市北内町三丁目２－１

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３中局建（開）第３７号

令和４年３月１８日
伊予郡松前町大字南黒田字橋�３６８番１

伊予郡松前町大字南黒田２３１番地

南黒田自治会

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２）第７５２４号 令和３年
２月２６日 山�工務店 山� 豊喜 宇和島市川内甲１８９４－４ 令和４年

２月８日 建築工事業 建設業の廃止

（般－３０）第１６４１２号 平成３０年
１２月１５日 �エーワン工業 安堂 廣道 西宇和郡伊方町中之浜３３６ 令和４年

２月１０日 電気通信工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－３）第１８６４９号 令和３年
５月２８日 �晃世 山口 晃永 宇和島市山際２－２－８ 令和４年

２月１４日

石工事業
鋼構造物工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲保内線
大洲市平野町平地４６４０番３から

同町平地４６６５番４まで
令和４年３月２９日
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�愛媛県告示第３４６号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３４８号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 〃
大洲市平野町平地５６４１番３から

同町平地５６５２番４まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伊延東多田線

西予市宇和町東多田３８０番２から

同町東多田３７４番２まで
旧 １０．１～１４．４ ０．０３５

西予市宇和町東多田３８０番２から

同町東多田３７４番２まで
新 ９．８～１４．４ ０．０２９

〃 〃

西予市宇和町伊延東５０３番地先から

同町伊延東６３５番２まで
旧 ４．０～１３．６ ０．０７８

西予市宇和町伊延東５０３番地先から

同町伊延東６３５番２まで
新 ５．２～１５．２ ０．０７８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伊延東多田線
西予市宇和町東多田３８０番２から

同町東多田３７４番２まで
令和４年３月２９日

〃 〃
西予市宇和町伊延東５０３番地先から

同町伊延東６３５番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 八幡浜宇和線

西予市宇和町岩木３３８番２から

同町岩木３４５番２まで
旧 ２２．１～２８．７ ０．０２９

西予市宇和町岩木３３８番２から

同町岩木３４５番２まで
新 ２２．１～２８．７ ０．０２９
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訓 令

�愛媛県訓令第２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公印規程の一部を改正する訓令

第１条 愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八幡浜宇和線
西予市宇和町岩木３３８番２から

同町岩木３４５番２まで
令和４年３月２９日

改 正 後 改 正 前

（公印の種類）

第２条 公印は、職印及び庁印の２種とし、次に掲げるとおりとす

る。

� 省略

� 庁印

省略

２ 前項に掲げるもののほか、地方機関印その他必要な公印を置く

ことができる。

（公印の管守者）

第５条 次の表の左欄に掲げる公印は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る者が管守する。

（公印の種類）

第２条 公印は、職印及び庁印の２種とし、次に掲げるとおりとす

る。

� 省略

� 庁印

省略

部印

本庁の局印

出納局印

本庁の課印

本庁の室印

地方機関印

２ 前項に掲げるもののほか、 必要な公印を置く

ことができる。

（公印の管守者）

第５条 次の表の左欄に掲げる公印は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る者が管守する。

公印名 管守者名 公印名 管守者名

省略 省略

省略 省略 省略

部印

省略

省略 省略 省略

本庁の局印

省略

省略 省略 省略

出納局印

省略

２～４ 省略

（用紙の受払い）

第１４条 第１２条第３項の規定により事前に公印を押なつした証票等

及び前条の規定により公印を印刷した証票等は、公印刷込証票等

（公印事前押なつ証票等）受払簿（様式第８号）により、その授

受及び使用の状況を明らかにしておかなければならない。ただ

し、電子計算機に記録した公印を印刷した証票等の使用の状況に

ついて当該電子計算機に記録された当該証票等の使用の状況に係

２～４ 省略

（用紙の受払 ）

第１４条 第１２条第３項の規定により事前に公印を押なつした証票等

及び前条の規定により公印を印刷した証票等は、公印刷込証票等

（公印事前押なつ証票等）受払簿（様式第８号）により、その授

受及び使用の状況を明らかにしておかなければならない。
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第２条 愛媛県公印規程の一部を次のように改正する。

別表１第一ひな形二庁印を次のように改める。

愛 媛

県

愛 媛 県

○ ○ 地

方 局 印

る情報により確認することができる場合は、この限りでない。

（公印の引継ぎ）

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

別表１（第４条関係）

第一 省略

第二 寸法

（公印の引継ぎ）

第１５条 省略

２ 機構の改正により廃止となつた公印は、事務引継ぎを受けた主

たる機関の公印管守者が保管しなければならない。

（旧印の保存）

第１６条 公印の管守者は、改刻により不用となつた旧公印又は職制

等の変更により使用しなくなつた公印を、その時から起算して、

次により、保存しなければならない。

� 知事印、知事職務代理者印及び県印 １０年

� 前号以外の公印 ３年

２ 公印管守者は、前項の保存期間が経過したときは、所定の手続

きを経て当該公印を廃棄しなければならない。

第１７条 省略

第１８条 省略

別表１（第４条関係）

第一 省略

第二 寸法

公 印 の 種 類
寸 法

方（ミリメートル）
公 印 の 種 類

寸 法

方（ミリメートル）

省略

庁印

省略

省略

省略

庁印

省略

部印

本庁の局印

出納局印

本庁の課印

本庁の室印

省略

３６

２８

２８

２８

２８

様式第６号（第１３条関係） 公印刷込み承認願 様式第６号（第１３条関係） 公印刷込み承認願

省略 省略

公印刷込みを必

要とする理由

公印刷込みの方

法
公印刷込みを必

要とする理由
備 考

備 考

注 公印刷込みの方法欄は、公印の印刷又は電子計算機に記録

した公印の印刷の別を記載すること。

様式第７号（第１３条関係） 公印刷込み承認届 様式第７号（第１３条関係） 公印刷込み承認届

省略 省略

公印刷込みを必

要とした理由

公印刷込みの方

法
公印刷込みを必

要とした理由
備 考

備 考

注 公印刷込みの方法欄は、公印の印刷又は電子計算機に記録

した公印の印刷の別を記載すること。

様式第１０号（第１６条関係） 省略 様式第１０号（第１７条関係） 省略
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附 則

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県訓令第３号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

保

健

福

祉

課

１～１０

省略

保

健

福

祉

課

１～１０

省略

１１ 災害

救助法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 １１ 災害

救助法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 応急仮設住宅の供与及び生

業 資 金 の 貸 与（第４条 第１

項、第３項）

○ ２ 応急仮設住宅の供与及び生

業 資 金 の 貸 与（第４条 第１

項、第２項）

○

３ 救助業務従事命令（第７条

第１項）

○

４ 救助業務協 力 命 令（第８

条）

○

５ 施設の管理並びに物の使

用、保管命令及び収用（第９

条）

○

６ 検査等（第１０条） ○

３ 省略 ７ 省略

４ 救助の一部実施（第１３条第

１項、災害救助法施行令第１７

条第１項、第２項）

○ ８ 救助の一部実施（第１３条第

１項

）

○

５ 省略 ９ 省略

６ 災害救助に要する費用の補

償、求償及び繰替支弁に関す

る措置（第１９条、第２０条第１

項、第３０条）

○ １０ 災害救助に要する費用の補

償、求償及び繰替支弁に関す

る措置（第１９条、第２０条第１

項、第２９条）

○

７ 省略 １１ 省略

８ 情報の提供（第３１条） ○ １２ 情報の提供（第３０条） ○

１２～２１

省略

１２～２１

省略

備考 省略 備考 省略
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

震度情報ネットワークシステム計測震度計等更新業務の委託

� 委託業務名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結日から令和５年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の１０パーセントに相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度、令和３年度及び令和４年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 入札参加資格確認申請日から開札日までの間、知事が行う入

札参加資格停止の期間中でない者であること。

� 委託期間内に適正かつ確実に履行できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県県民環境部防災局防災危機管理課防災情報係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２３１８

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出するか、又は令和４

年５月１１日（水）午前１０時００分まで（必着）に�に掲げる場所
に郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法

律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便

事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による

同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるも

の。以下「郵便等」という。）により提出すること。

� 入札説明書の交付方法

ア �に掲げる場所で交付する。
イ 交付期間

公告の日から令和４年４月２２日（金）まで。ただし、執務

時間中（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。以下同じ。）に限る。

� 開札の日時及び場所

令和４年５月１１日（水）午後１時３０分

愛媛県庁第１別館３階 災害対策室

� 入札書の提出方法

持参又は郵便等により提出すること。電送による提出は認め

ない。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

令和４年４月２２日（金）午後５時１５分までに、３の�に掲
げる場所へ持参して提出、又は郵送すること。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered： Seismic

intensity meter and other devices of seismic intensity

information network system，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，１１May２０２２

（tenders submitted by mail：１０：００ a．m．，１１May２０２２）

� For further information，please contact：Disaster Prevention

Information Section，Disaster Prevention and Crisis

Management Division，Disaster Prevention Subdepartment，

Public Affairs and Environment Department，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。
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教育委員会規則

７９０―８５７０ Japan Tel０８９―９１２―２３１８

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及び情

報を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及

び情報を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及び情

報を定める規則（平成２７年愛媛県教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（条例別表第１の教育委員会規則で定める事務）

第１条 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例

第４９号。以下「条例」という。）別表第１の９の項の教育委員会

規則で定める事務は、県立中等教育学校前期課程の生徒の保護者

に対する学校給食費の援助を受ける資格の認定の申請の受理、そ

の申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関

する事務とする。

第２条 条例別表第１の１０の項の教育委員会規則で定める事務は、

同項に規定する高等学校等奨学給付金の支給の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す

る事務とする。

第３条 条例別表第１の１１の項の教育委員会規則で定める事務は、

次のとおりとする。

� 学び直し支援金（条例別表第１の１１の項に規定する学び直し

支援金をいう。以下同じ。）の受給資格の認定の申請の受理、

その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

に関する事務

� 省略

第４条 条例別表第１の１２の項の教育委員会規則で定める事務は、

次のとおりとする。

� 専攻科修学支援金（条例別表第１の１２の項に規定する専攻科

修学支援金をいう。以下同じ。）の受給資格の認定の申請の受

理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する

応答に関する事務

� 省略

第５条 条例別表第１の１３の項の教育委員会規則で定める事務は、

同項に規定する専攻科奨学給付金の支給の申請の受理、その申請

に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事

務とする。

第６条 条例別表第１の１４の項の教育委員会規則で定める事務は、

特別支援学校等への就学のため必要な経費の算定に必要な資料の

受理、その資料に係る事実についての審査又はその資料の提出に

対する応答に関する事務とする。

（条例別表第１の教育委員会規則で定める事務）

第１条 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例

第４９号。以下「条例」という。）別表第１の１０の項の教育委員会

規則で定める事務は、県立中等教育学校前期課程の生徒の保護者

に対する学校給食費の援助を受ける資格の認定の申請の受理、そ

の申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関

する事務とする。

第２条 条例別表第１の１１の項の教育委員会規則で定める事務は、

同項に規定する高等学校等奨学給付金の支給の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す

る事務とする。

第３条 条例別表第１の１２の項の教育委員会規則で定める事務は、

次のとおりとする。

� 学び直し支援金（条例別表第１の１２の項に規定する学び直し

支援金をいう。以下同じ。）の受給資格の認定の申請の受理、

その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

に関する事務

� 省略

第４条 条例別表第１の１３の項の教育委員会規則で定める事務は、

次のとおりとする。

� 専攻科修学支援金（条例別表第１の１３の項に規定する専攻科

修学支援金をいう。以下同じ。）の受給資格の認定の申請の受

理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する

応答に関する事務

� 省略

第５条 条例別表第１の１４の項の教育委員会規則で定める事務は、

同項に規定する専攻科奨学給付金の支給の申請の受理、その申請

に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事

務とする。

第６条 条例別表第１の１５の項の教育委員会規則で定める事務は、

特別支援学校等への就学のため必要な経費の算定に必要な資料の

受理、その資料に係る事実についての審査又はその資料の提出に

対する応答に関する事務とする。
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�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第５条関係）

省略

２ 小学校教諭普通免許状

別表第１（第５条関係）

省略

２ 小学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１～４ 省略

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術、情報通信技術を活用した教育の

理論及び方法、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

３ 中学校教諭普通免許状

備考１～４ 省略

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。） 、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

３ 中学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１～４ 省略

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術、情報通信技術を活用した教育の

理論及び方法、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

４ 高等学校教諭普通免許状

備考１～４ 省略

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。） 、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

４ 高等学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１～４ 省略

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術、情報通信技術を活用した教育の理論及び方法、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

別表第２（第５条関係）

省略

１ 中学校教諭普通免許状

備考１～４ 省略

５ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術（情報機器及び教材の活用を含む。） 、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

別表第２（第５条関係）

省略

１ 中学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教
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育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術、情報通信技術を活用した教育の

理論及び方法、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

２ 高等学校教諭普通免許状

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。） 、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

２ 高等学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術、情報通信技術を活用した教育の理論及び方法、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

別表第７（第５条関係）

省略

１ 中学校教諭普通免許状

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術（情報機器及び教材の活用を含む。） 、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

別表第７（第５条関係）

省略

１ 中学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１・２ 省略

３ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術、情報通信技術を活用した教育の

理論及び方法、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

２ 高等学校教諭普通免許状

備考１・２ 省略

３ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、道徳の理論及

び指導法、総合的な学習の時間の指導法、特別活動の指導

法、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含

む。） 、生徒指導の理論及び方法、教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方

法並びに進路指導及びキャリア教育の理論及び方法のうち

１以上の事項を含む科目について修得するものとする。

２ 高等学校教諭普通免許状

省略 省略

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術、情報通信技術を活用した教育の理論及び方法、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

別表第８（第５条関係）

省略

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術（情報機器及び教材の活用を含む。） 、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

別表第８（第５条関係）

省略

省略 省略

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術、情報通信技術を活用した教育の理論及び方法、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基

備考１～３ 省略

４ 道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談等に関する科目の単位の修得方法は、総合的な学習

の時間の指導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技

術（情報機器及び教材の活用を含む。） 、生徒指

導の理論及び方法、教育相談（カウンセリングに関する基
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附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県県立学校学則等の一部を改正する規則を次のように公布する。

令和４年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県県立学校学則等の一部を改正する規則

（愛媛県県立学校学則の一部改正）

第１条 愛媛県県立学校学則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

礎的な知識を含む。）の理論及び方法並びに進路指導及び

キャリア教育の理論及び方法のうち１以上の事項を含む科

目について修得するものとする。

改 正 後 改 正 前

第９条 省略

２ 保証人は２人とし、その１人は親権者又は後見人（入学又は転

学を許可せられて入学しようとする者が成年者であるときは、校

長が適当と認める者。以下同じ。）、他の１人は独立の生計を営

む成年者 とする。

３ 前項に規定する保証人のうち１人は、通学区域内（特別支援学

校にあっては県下一円）に居住するものとする。ただし、県外か

ら入学しようとする者であって、通学区域内に居住する保証人が

いない場合は、この限りでない。

様式第２号（第９条関係） 誓約書

省略

愛媛県立 学校長様

私は、この度貴校に入学しました上は、必ず学則に従い、校

則を守り、生徒としての本分を守ることを誓約します。

省略

生年月日

上記の者の在学中、必ず学則に従い、校則を守り、生徒とし

ての本分を守るよう指導監督する責任を負うことを誓約しま

す。

省略

注 省略

第９条 省略

２ 保証人は２人とし、その１人は親権者又は後見人（入学又は転

学を許可せられて入学しようとする者が成年者であるときは、校

長が適当と認める者。以下同じ。）、他の１人は独立の生計を営

む年令２０才以上の者とする。

３ 前項に規定する保証人のうち１人は、学校所在地

に居住するものとする。

様式第２号（第９条関係） 誓約書

省略

愛媛県立 学校長様

省略

生年月日

省略

私は、この度本校に入学しました上は、必ず学則に従い、校

則を守り、生徒としての本分を守ることを保証人と連署の上誓

約します。

注 省略

改 正 後 改 正 前

第３条 通学区域は、生徒の保護者（生徒に対して親権を行う

者、親権を行う者 のないときは後見人をいう。）又は生徒（当

該生徒が成年者である場合に限る。）の住所によるものとする。

第３条 通学区域は、生徒の保護者（生徒に対して親権を行なう

者、親権の行なう者のないときは後見人をいう。）又は生徒（当

該生徒が成年者である場合に限る。）の住所によるものとする。
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教育委員会訓令

（愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県県立中等教育学校の通学区域に関する規則（平成１４年愛媛県教育委員会規則第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第３条 通学区域は、生徒の保護者（親権を行う者、親権を行う者

のないときは、後見人をいう。）又は生徒（当該生徒が成年者で

ある場合に限る。）の住所によるものとする。

第３条 通学区域は、生徒の保護者（親権を行う者、親権を行う者

のないときは、後見人をいう。）又は生徒（当該生徒が成年者で

ある場合に限る。）の住所によるものとする。

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成３０年３月文部科学省告示第

６８号）、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める

件（平成３０年８月文部科学省告示第１７２号）、令和２年度から令和

４年度までの間における小学校学習指導要領、現行中学校学習指

導要領及び新中学校学習指導要領並びに現行高等学校学習指導要

領及び平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用され

るまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める件

の規定により適用する新高等学校学習指導要領の特例を定める件

（令和２年８月文部科学省告示第１０４号）及び学校教育法施行規則

第１４０条の規定による特別の教育課程について定める件（平成５年

１月文部省告示第７号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用

されるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定め

る件、令和２年度から令和４年度までの間における小学校学習指

導要領、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領並び

に現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高等学

校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校学習

指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校学習

指導要領の特例を定める件及び中等教育学校並びに併設型中学校

及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によらな

ければならない。

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第

３４号）、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用さ

れるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める

件（平成３０年８月文部科学省告示第１７２号）、令和２年度から令和

４年度までの間における小学校学習指導要領、現行中学校学習指

導要領及び新中学校学習指導要領並びに現行高等学校学習指導要

領及び平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用され

るまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定める件

の規定により適用する新高等学校学習指導要領の特例を定める件

（令和２年８月文部科学省告示第１０４号）及び学校教育法施行規則

第１４０条の規定による特別の教育課程について定める件（平成５年

１月文部省告示第７号）によらなければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領、平成３１年４月１日から新高等学校学習指導要領が適用

されるまでの間における現行高等学校学習指導要領の特例を定め

る件、令和２年度から令和４年度までの間における小学校学習指

導要領、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領並び

に現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高等学

校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校学習

指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校学習

指導要領の特例を定める件及び中等教育学校並びに併設型中学校

及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によらな

ければならない。
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（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号）、特別支援学校高等部学

習指導要領（平成３１年２月文部科学省告示第１４号）、平成３１年４

月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまで

の間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定め

る件（平成３１年２月文部科学省告示第１５号）及び令和２年度から

令和４年度までの間における特別支援学校小学部・中学部学習指

導要領及び平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの間にお

ける特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の特例を定める件

並びに特別支援学校高等部学習指導要領及び平成３１年４月１日か

ら新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間にお

ける現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件の特

例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第１０５号）によらなけ

ればならない。

２ 省略

別表第１（第１条関係）

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号）、特別支援学校高等部学

習指導要領（平成２１年３月文部科学省告示第３７号）、平成３１年４

月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまで

の間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定め

る件（平成３１年２月文部科学省告示第１５号）及び令和２年度から

令和４年度までの間における特別支援学校小学部・中学部学習指

導要領及び平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの間にお

ける特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の特例を定める件

並びに特別支援学校高等部学習指導要領及び平成３１年４月１日か

ら新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間にお

ける現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件の特

例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第１０５号）によらなけ

ればならない。

２ 省略

別表第１（第１条関係）

教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

農業 農業と環境 ２～６ 農業 農業と環境 ２～６

課題研究 ２～６ 課題研究 ２～６

総合実習 ２～１４ 総合実習 ２～１４

農業と情報 ２～６ 農業情報処理 ２～６

作物 ２～８ 作物 ２～８

野菜 ２～１０ 野菜 ２～１０

果樹 ２～１０ 果樹 ２～１０

草花 ２～１０ 草花 ２～１０

畜産 ２～１２ 畜産 ２～１２

栽培と環境 ２～６ 農業経営 ２～６

飼育と環境 ２～６ 農業機械 ２～８

農業経営 ２～６ 食品製造 ２～１２

農業機械 ２～８ 食品化学 ２～１２

植物バイオテクノロジー ２～６ 微生物利用 ２～８

食品製造 ２～１２ 植物バイオテクノロジー ２～６

食品化学 ２～１２ 動物バイオテクノロジー ２～６

食品微生物 ２～８ 農業経済 ２～１０

食品流通 ２～１０ 食品流通 ２～１０

森林科学 ２～１０ 森林科学 ２～１０

森林経営 ２～８ 森林経営 ２～８

林産物利用 ２～１０ 林産物利用 ２～１４

農業土木設計 ２～１０ 農業土木設計 ２～１２

農業土木施工 ２～１２ 農業土木施工 ２～１２

水循環 ２～８ 水循環 ２～１２

造園計画 ２～１０ 造園計画 ２～１４

造園施工管理 ２～１２ 造園技術 ２～１２

造園植栽 ２～１０ 環境緑化材料 ２～１２
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測量 ２～１２ 測量 ２～１２

生物活用 ２～８ 生物活用 ２～８

地域資源活用 ２～８ グリーンライフ ２～８

工業 工業技術基礎 ２～４ 工業 工業技術基礎 ２～４

課題研究 ２～８ 課題研究 ２～８

実習 ４～２０ 実習 ４～２０

製図 ２～１２ 製図 ２～１２

工業情報数理 ２～４ 工業数理基礎 ２～４

工業材料技術 ２～４ 情報技術基礎 ２～４

工業技術英語 ２～４ 材料技術基礎 ２～４

工業管理技術 ２～８ 生産システム技術 ２～６

工業環境技術 ２～４ 工業技術英語 ２～４

機械工作 ２～８ 工業管理技術 ２～８

機械設計 ２～８ 環境工学基礎 ２～４

原動機 ２～４ 機械工作 ２～８

電子機械 ２～８ 機械設計 ２～８

生産技術 ２～６ 原動機 ２～４

自動車工学 ２～８ 電子機械 ２～６

自動車整備 ２～８ 電子機械応用 ２～４

船舶工学 ２～１８ 自動車工学 ２～８

電気回路 ２～１０ 自動車整備 ２～８

電気機器 ２～６ 電気基礎 ２～１０

電力技術 ２～８ 電気機器 ２～４

電子技術 ２～６ 電力技術 ２～８

電子回路 ２～６ 電子技術 ２～６

電子計測制御 ２～６ 電子回路 ２～６

通信技術 ２～６ 電子計測制御 ２～６

プログラミング技術 ２～８ 通信技術 ２～６

ハードウェア技術 ２～８ 電子情報技術 ２～４

ソフトウェア技術 ２～８ プログラミング技術 ２～６

コンピュータシステム技術 ２～８ ハードウェア技術 ２～８

建築構造 ２～６ ソフトウェア技術 ２～６

建築計画 ２～８ コンピュータシステム技術 ２～８

建築構造設計 ２～８ 建築構造 ２～６

建築施工 ２～６ 建築計画 ２～８

建築法規 ２～４ 建築構造設計 ２～８

設備計画 ２～６ 建築施工 ２～５

空気調和設備 ２～８ 建築法規 ２～４

衛生・防災設備 ２～８ 設備計画 ２～６

測量 ２～６ 空気調和設備 ２～８

土木基盤力学 ２～６ 衛生・防災設備 ２～８

土木構造設計 ２～８ 測量 ２～６

土木施工 ２～６ 土木基礎力学 ２～８

社会基盤工学 ２～４ 土木構造設計 ２～４
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工業化学 ４～１２ 土木施工 ２～６

化学工学 ２～６ 社会基盤工学 ２～４

地球環境化学 ２～８ 工業化学 ４～１２

材料製造技術 ２～６ 化学工学 ２～６

材料工学 ２～６ 地球環境化学 ２～８

材料加工 ２～６ 材料製造技術 ２～６

セラミック化学 ２～６ 工業材料 ２～６

セラミック技術 ２～６ 材料加工 ２～６

セラミック工業 ２～６ セラミック化学 ２～６

繊維製品 ２～８ セラミック技術 ２～６

繊維・染色技術 ２～８ セラミック工業 ２～６

染織デザイン ２～６ 繊維製品 ２～８

インテリア計画 ２～６ 繊維・染色技術 ２～８

インテリア装備 ２～６ 染織デザイン ２～６

インテリアエレメント生産 ２～６ インテリア計画 ２～６

デザイン実践 ２～６ インテリア装備 ２～６

デザイン材料 ２～４ インテリアエレメント生産 ２～６

デザイン史 ２～４ デザイン技術 ２～８

商業 ビジネス基礎 ２～４ デザイン材料 ２～４

課題研究 ２～６ デザイン史 ２～４

総合実践 ２～６ 商業 ビジネス基礎 ２～４

ビジネス・コミュニケーション ２～４ 課題研究 ２～６

マーケティング ２～４ 総合実践 ２～６

商品開発と流通 ２～４ ビジネス実務 ２～６

観光ビジネス ２～４ マーケティング ２～４

ビジネス・マネジメント ２～４ 商品開発 ２～６

グローバル経済 ２～４ 広告と販売促進 ２～４

ビジネス法規 ２～４ ビジネス経済 ２～４

簿記 ２～６ ビジネス経済応用 ２～４

財務会計� ２～４ 経済活動と法 ２～４

財務会計� ２～４ 簿記 ２～６

原価計算 ２～４ 財務会計� ２～４

管理会計 ２～４ 財務会計� ２～４

情報処理 ２～６ 原価計算 ２～４

ソフトウェア活用 ２～４ 管理会計 ２～４

プログラミング ２～６ 情報処理 ２～６

ネットワーク活用 ２～４ ビジネス情報 ２～４

ネットワーク管理 ２～４ 電子商取引 ２～４

水産 水産海洋基礎 ２～６ プログラミング ２～６

課題研究 ２～８ ビジネス情報管理 ２～４

総合実習 ４～１２ 水産 水産海洋基礎 ２～６

海洋情報技術 ２～１０ 課題研究 ２～８

水産海洋科学 ２～４ 総合実習 ４～１２

漁業 ２～７ 海洋情報技術 ２～１０
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航海・計器 ２～９ 水産海洋科学 ２～４

船舶運用 ２～１１ 漁業 ２～７

船用機関 ２～１５ 航海・計器 ２～９

機械設計工作 ２～９ 船舶運用 ２～１１

電気理論 ２～１０ 船用機関 ２～１５

移動体通信工学 ２～１０ 機械設計工作 ２～９

海洋通信技術 ２～１０ 電気理論 ２～１０

資源増殖 ２～１４ 移動体通信工学 ２～１０

海洋生物 ２～８ 海洋通信技術 ２～１０

海洋環境 ２～８ 資源増殖 ２～１４

小型船舶 ２～６ 海洋生物 ２～８

食品製造 ２～１４ 海洋環境 ２～８

食品管理 ２～１２ 小型船舶 ２～６

水産流通 ２～６ 食品製造 ２～１４

ダイビング ２～６ 食品管理 ２～１２

マリンスポーツ ２～６ 水産流通 ２～６

家庭 生活産業基礎 ２ ダイビング ２～６

課題研究 ２～４ マリンスポーツ ２～６

生活産業情報 ２～４ 家庭 生活産業基礎 ２

消費生活 ２～４ 課題研究 ２～４

保育基礎 ２～６ 生活産業情報 ２～４

保育実践 ２～８ 消費生活 ２～４

生活と福祉 ２～４ 子どもの発達と保育 ２～６

住生活デザイン ２～６ 子ども文化 ２～４

服飾文化 ２～４ 生活と福祉 ２～４

ファッション造形基礎 ２～８ リビングデザイン ２～６

ファッション造形 ２～１０ 服飾文化 ２～４

ファッションデザイン ２～１４ ファッション造形基礎 ２～６

服飾手芸 ２～４ ファッション造形 ２～１０

フードデザイン ２～６ ファッションデザイン ２～１４

食文化 １～２ 服飾手芸 ２～４

調理 ２～１４ フードデザイン ２～６

栄養 ２～３ 食文化 １～２

食品 ２ 調理 ２～１４

食品衛生 ２～５ 栄養 ２～３

公衆衛生 ２～３ 食品 ２

総合調理実習 ２～３ 食品衛生 ２～４

看護 基礎看護 ２～６ 公衆衛生 ２～４

人体の構造と機能 ２～４ 看護 基礎看護 ２～６

疾病の成り立ちと回復の促進 ２～６ 人体と看護 ２～４

健康支援と社会保障制度 ２～６ 疾病と看護 ２～６

成人看護 ２～４ 生活と看護 ２～６

老年看護 ２～４ 成人看護 ２～４

小児看護 ２～４ 老年看護 ２～４
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母性看護 ２～４ 精神看護 ２～４

精神看護 ２～４ 在宅看護 ２～４

在宅看護 ２～４ 母性看護 ２～４

看護の統合と実践 ２～４ 小児看護 ２～４

看護臨地実習 ２～８ 看護の統合と実践 ２～４

看護情報 ２～４ 看護臨地実習 ２～８

情報 情報産業と社会 ２～４ 看護情報活用 ２～４

課題研究 ２～４ 情報 情報産業と社会 ２～４

情報の表現と管理 ２～４ 課題研究 ２～４

情報テクノロジー ２～４ 情報の表現と管理 ２～４

情報セキュリティ ２～６ 情報と問題解決 ２～４

情報システムのプログラミング ２～６ 情報テクノロジー ２～４

ネットワークシステム ２～４ アルゴリズムとプログラム ２～６

データベース ２～６ ネットワークシステム ２～６

情報デザイン ２～６ データーベース ２～６

コンテンツの制作と発信 ２～６ 情報システム実習 ２～８

メディアとサービス ２～４ 情報メディア ２～６

情報実習 ４～８ 情報デザイン ２～６

福祉 社会福祉基礎 ２～８ 表現メディアの編集と表現 ２～６

介護福祉基礎 ２～８ 情報コンテンツ実習 ２～８

コミュニケーション技術 ２～４ 福祉 社会福祉基礎 ２～８

生活支援技術 ２～１０ 介護福祉基礎 ２～８

介護過程 ２～４ コミュニケーション技術 ２～４

介護総合演習 ２～４ 生活支援技術 ２～１０

介護実習 ２～１４ 介護過程 ２～４

こころとからだの理解 ２～１０ 介護総合演習 ２～４

福祉情報 ２～４ 介護実習 ２～１４

理数 理数数学� ４～８ こころとからだの理解 ２～１０

理数数学� ８～１２ 福祉情報活用 ２～４

理数数学特論 ２～８ 福祉情報 ２～４

理数物理 ３～１０ 理数 理数数学� ５～８

理数化学 ３～１０ 理数数学� ８～１２

理数生物 ３～１０ 理数数学特論 ４～８

理数地学 ３～１０ 理数物理 ４～１０

体育 スポーツ概論 ２～４ 理数化学 ４～１０

スポーツ� ２～８ 理数生物 ４～１０

スポーツ� ２～８ 理数地学 ４～１０

スポーツ� ２～８ 課題研究 １～３

スポーツ� ２～４ 体育 スポーツ概論 ２～４

スポーツ� ２～４ スポーツ� ２～８

スポーツ� ２～４ スポーツ� ２～８

スポーツ総合演習 ２～４ スポーツ� ２～８

音楽 音楽理論 ２～４ スポーツ� ２～４

音楽史 ２～４ スポーツ� ２～４



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２３２

演奏研究 ２～１０ スポーツ� ２～４

ソルフェージュ ２～１０ スポーツ総合演習 ２～４

声楽 ２～１０ 音楽 音楽理論 ２～４

器楽 ２～１０ 音楽史 ２～４

作曲 ２～１０ 演奏研究 ２～１０

鑑賞研究 ２～４ ソルフェージュ ２～６

美術 美術概論 ２～４ 声楽 ２～８

美術史 ２～４ 器楽 ２～８

鑑賞研究 ２～４ 作曲 ２～８

素描 ２～１０ 鑑賞研究 ２～６

構成 ２～１０ 美術 美術概論 ２～４

絵画 ２～１０ 美術史 ２～４

版画 ２～１０ 素描 ２～１０

彫刻 ２～１０ 構成 ２～１０

ビジュアルデザイン ２～１０ 絵画 ２～１０

クラフトデザイン ２～１０ 版画 ２～１０

情報メディアデザイン ２～１０ 彫刻 ２～１０

映像表現 ２～１０ ビジュアルデザイン ２～１０

環境造形 ２～１０ クラフトデザイン ２～１０

英語 総合英語� ２～８ 情報メディアデザイン ２～６

総合英語� ２～８ 映像表現 ２～６

総合英語� ２～８ 環境造形 ２～６

ディベート・ディスカッション� ２～６ 鑑賞研究 ２～６

ディベート・ディスカッション� ２～６ 英語 総合英語 ２～８

エッセイライティング� ２～６ 英語理解 ２～８

エッセイライティング� ２～６ 英語表現 ２～８

異文化理解 ２～６

時事英語 ２～６

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

教科 科目 標準単位数 教科 科目 標準単位数

農業 農業と環境 ２～６ 農業 農業と環境 ２～６

課題研究 ２～６ 課題研究 ２～６

作物 ２～８ 作物 ２～８

野菜 ２～１０ 野菜 ２～１０

草花 ２～１０ 草花 ２～１０

食品製造 ２～１２ 食品製造 ２～１２

地域資源活用 ２～８ グリーンライフ ２～８

工業 工業技術基礎 ２～４ 工業 工業技術基礎 ２～４

課題研究 ２～８ 課題研究 ２～８

実習 ４～２０ 実習 ４～２０

製図 ２～１２ 製図 ２～１２

工業情報数理 ２～４ 工業数理基礎 ２～４

工業材料技術 ２～４ 情報技術基礎 ２～４

工業環境技術 ２～４ 材料技術基礎 ２～４
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インテリアエレメント生産 ２～６ 環境工学基礎 ２～４

商業 ビジネス基礎 ２～４ インテリアエレメント生産 ２～６

課題研究 ２～６ 商業 ビジネス基礎 ２～４

ビジネス・コミュニケーション ２～４ 課題研究 ２～６

簿記 ２～６ ビジネス実務 ２～６

情報処理 ２～６ 簿記 ２～６

家庭 生活産業基礎 ２ 情報処理 ２～６

課題研究 ２～４ 家庭 生活産業基礎 ２

消費生活 ２～４ 課題研究 ２～４

保育基礎 ２～６ 消費生活 ２～４

保育実践 ２～８ 子どもの発達と保育 ２～６

生活と福祉 ２～４ 子ども文化 ２～４

住生活デザイン ２～６ 生活と福祉 ２～４

服飾文化 ２～４ リビングデザイン ２～６

ファッション造形基礎 ２～８ 服飾文化 ２～４

ファッションデザイン ２～１４ ファッション造形基礎 ２～６

服飾手芸 ２～４ ファッションデザイン ２～１４

フードデザイン ２～６ 服飾手芸 ２～４

調理 ２～１４ フードデザイン ２～６

情報 情報産業と社会 ２～４ 調理 ２～１４

課題研究 ２～４ 情報 情報産業と社会 ２～４

情報の表現と管理 ２～４ 課題研究 ２～４

情報テクノロジー ２～４ 情報の表現と管理 ２～４

コンテンツの制作と発信 ２～６ 情報と問題解決 ２～４

福祉 社会福祉基礎 ２～８ 情報テクノロジー ２～４

介護福祉基礎 ２～８ 表現メディアの編集と表現 ２～６

保健理

療

医療と社会 ２～３ 福祉 社会福祉基礎 ２～８

人体の構造と機能 ６～１２ 介護福祉基礎 ２～８

疾病の成り立ちと予防 ２～５ 保健理

療

医療と社会 ２～３

生活と疾病 ４～１０ 人体の構造と機能 ６～１２

基礎保健理療 ３～８ 疾病の成り立ちと予防 ２～５

臨床保健理療 ５～１０ 生活と疾病 ４～１０

地域保健理療と保健理療経営 １～３ 基礎保健理療 ３～８

保健理療基礎実習 ７～１０ 臨床保健理療 ５～１０

保健理療臨床実習 ６～１０ 地域保健理療と保健理療経営 １～３

保健理療情報 １～２ 保健理療基礎実習 ７～１０

課題研究 １～３ 保健理療臨床実習 ６～１０

理容 関係法規・制度 １～２ 保健理療情報活用 １～２

衛生管理 ３～４ 課題研究 １～３

保健 ３～４ 保健理療情報 １～２

香粧品化学 ２～３ 理容 理容関係法規 １～２

文化論 ２～３ 衛生管理 ３～４

理容技術理論 ５～６ 理容保健 ３～４

運営管理 １～２ 理容の物理・化学 ２～３
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附 則

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県立学校教育課程基準別表第１又は別表第２の規定は、この訓令の施行の日以降に高等学校又は視覚障害者、聴覚障害

者、肢体不自由者若しくは病弱者である生徒に対する教育を行う特別支援学校の高等部（以下「高等部」という。）に入学する生徒に係

る主として専門学科において開設される教科及び当該教科に属する科目並びに当該科目の標準単位数（以下「教科等」という。）又は主

理容実習 ２６～３０ 理容文化論 ２～３

理容情報 １～２ 理容技術理論 ５～６

課題研究 ２～４ 理容運営管理 １～２

日本語 １～５ 理容実習 ２６～３０

外国語 １～３ 理容情報活用 １～２

保健体育 １～４ 日本語 １～５

情報技術 １～３ 外国語 １～３

社会福祉 １～３ 保健体育 １～４

芸術 １～３ 情報技術 １～３

日本文化 １～３ 社会福祉 １～３

エステティック技術 ２～３ 芸術 １～３

理容カウンセリング ２～３ 日本文化 １～３

食品保健・栄養理論 ２～３ エステティック技術 ２～３

理容モード理論 ２～３ 理容カウンセリング ２～３

理容総合技術 ２～３ 食品保健・栄養理論 ２～３

教科 科目 標準年間授業

時数

理容モード理論 ２～３

理療 医療と社会 ４５～１０５ 理容総合技術 ２～３

人体の構造と機能 １８０～４２０ 課題研究 ２～４

疾病の成り立ちと予防 ７０～１７５ 関係法規・制度 １～２

生活と疾病 １１０～４２０ 保健 ３～４

基礎理療学 １３５～４２０ 香粧品化学 ２～３

臨床理療学 ２２５～４５０ 文化論 ２～３

地域理療と理療経営 ３０～１０５ 運営管理 １～２

理療基礎実習 ５７０～８８５ 理容情報 １～２

理療臨床実習 １２０～４９０ 教科 科目 標準年間授業

時数

理療情報 ３０～７０ 理療 医療と社会 ４５～１０５

課題研究 ３０～１０５ 人体の構造と機能 １８０～４２０

疾病の成り立ちと予防 ７０～１７５

生活と疾病 １１０～４２０

基礎理療学 １３５～４２０

臨床理療学 ２２５～４５０

地域理療と理療経営 ３０～１０５

理療基礎実習 ５７０～８８５

理療臨床実習 １２０～４９０

理療情報活用 ３０～７０

課題研究 ３０～１０５

理療情報 ３０～７０
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人事委員会規則

��������������

として専門学科において開設される教科に属する科目及び当該科目の標準単位数若しくは標準年間授業時数（以下「科目等」という。）

について適用し、同日前に高等学校又は高等部に入学した生徒に係る教科等又は科目等については、なお従前の例による。

�愛媛県人事委員会規則３―２９
愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則

愛媛県人事委員会事務局処務規則（愛媛県人事委員会規則３―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６―２１２
職員の採用及び昇任に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の採用及び昇任に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の採用及び昇任に関する規則の一部改正）

第１条 職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務局長の専決）

第９条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 地方公務員法第５８条第５項の規定に基づき人事委員会が行う

職権の行使のうち重要な事項以外の事項に係るものに関するこ

と（次条第１２号及び第１１条第３号に掲げる事項を除く。）。

�～� 省略

� 軽易な事項の通知、報告、照会、回答等に関すること（次条

第１３号及び第１１条第４号に掲げる事項を除く。）。

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

（旧公印の保存）

第９条 改刻により不用になつた旧公印は、不用になつた時から起

算して１０年間保存しなければならない。

２ 前項の保存期間を経過した旧公印は、細断又は焼印の方法によ

り棄却処分しなければならない。

（事務局長の専決）

第１０条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 地方公務員法第５８条第５項の規定に基づき人事委員会が行う

職権の行使のうち重要な事項以外の事項に係るものに関するこ

と（次条第１２号及び第１２条第３号に掲げる事項を除く。）。

�～� 省略

� 軽易な事項の通知、報告、照会、回答等に関すること（次条

第１３号及び第１２条第４号に掲げる事項を除く。）。

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１１（第２２条関係） 別表第１１（第２２条関係）

省略 省略
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（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略

氏名

省略

氏名 �

省略 省略

別表第１２（第２２条関係） 別表第１２（第２２条関係）

省略 省略

省略

氏 名

省略

氏 名 �

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第７条、第７条の２、第２０条関係） 扶養親族届兼扶

養手当認定簿

（表）

省略

様式第１号（第７条、第７条の２、第２０条関係） 扶養親族届兼扶

養手当認定簿

（表）

省略

任命権者 省略 任命権者 省略

様 職 名 氏 名 様 職 名 氏 名 �

省略 省略

省略

所属長 職 氏名
年

月

日

受理

担

当

者

確

認

省略

所属長 職 氏名 �
年

月

日

受理

担

当

者

印

省略 省略

注 省略

（裏） 省略

様式第２号（第２０条関係） 超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿

省略

注 省略

（裏） 省略

様式第２号（第２０条関係） 超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿

省略

省略 省略

勤 務 命 令 勤務命令（変更）・確認 省

略

勤 務 命 令 勤務命令（変更）・確認 省

略

命令

者の

確認

従事

すべ

き日

従事す

べき事

務の内

容

勤務開

始・終

了時刻

（うち

休憩時

間）

区

分

勤務の区分

従事

者の

確認

命令

者・

確認

者の

確認

命令

者の

印

従事

すべ

き日

従事す

べき事

務の内

容

勤務開

始・終

了時刻

（うち

休憩時

間）

区

分

勤務の区分

従事

者の

印

命令

者・

確認

者の

印

超

過

勤

務

休

日

勤

務

夜

勤

超

過

勤

務

休

日

勤

務

夜

勤

省略 省略

注 省略

様式第３号（第２０条関係） 給与減額簿

省略

注 省略

様式第３号（第２０条関係） 給与減額簿

省略

省略 省略

所属長

の確認

省略 所属長

の印

省略

省略 省略

注 省略 注 省略
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様式第４号中「の印」を「の確認」に、「検印」を「検認」に改める。

（教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６２）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第４条 教育職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第４号中「印」を「確認」に改める。

（職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部改正）

第５条 職員の通勤手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別記様式（第３条、第４条関係） 通勤届兼通勤手当認定・確認簿

（表）

省略

別記様式（第３条、第４条関係） 通勤届兼通勤手当認定・確認簿

（表）

省略

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第１１条関係）

省略

様式第１号（第１１条関係）

省略

省略 省略

校長

の確

認

教頭

の確

認

日 種類

授業時

間数又

は回数

授業の区分 従事

者の

確認

省略 校長

の印

教頭

の印 日 種類

授業時

間数又

は回数

授業の区分 従の

事

者印

省略

昼間

授業

夜間

授業

昼間

授業

夜間

授業

省略 省略

備考 省略

様式第２号（第１１条関係）

省略

備考 省略

様式第２号（第１１条関係）

省略

省略 省略

校長の確

認
日

授業又は

指導内容
従事時間

従事者の

確認

省略
校長印 日

授業又は

指導内容
従事時間

従事者の

印

省略

省略 省略

備考 省略

様式第５号（第１１条関係）

省略

備考 省略

様式第５号（第１１条関係）

省略

省略 省略

校長の確

認

教頭の確

認

省略
校長印 教頭印

省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略

様式第６号（第１１条関係）

省略

備考 省略

様式第６号（第１１条関係）

省略

省略 省略

校長の確

認

教頭の確

認

省略
校長印 教頭印

省略

省略 省略

備考

１ 省略

２ 決裁欄は、必要に応じて適宜変更すること。

備考

１ 省略

２ 決済欄は、必要に応じて適宜変更すること。
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（農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則の一部改正）

第６条 農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２２５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（住居手当に関する規則の一部改正）

第７条 住居手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（単身赴任手当に関する規則の一部改正）

第８条 単身赴任手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―７６３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別記様式（第６条、第７条関係） 住居届兼住居手当認定・確認簿

（表）

省略

別記様式（第６条、第７条関係） 住居届兼住居手当認定・確認簿

（表）

省略

任命権者 様 所属 職名 氏名 任命権者 様 所属 職名 氏名 �

省略 省略

注 省略

（裏） 省略

注 省略

（裏） 省略

改 正 後 改 正 前

別記様式（第５条関係） 農林漁業普及指導手当支給確認明細書

省略

別記様式（第５条関係） 農林漁業普及指導手当支給確認明細書

省略

所属
長の職

氏 名
所属

長の職

氏 名

確認

印

省略 省略

備考 省略 備考 省略

職名 氏名 省略 省略 職名 氏名 � 省略 省略

省略 省略

省略 省略

（裏） （裏）

省略 省略

決

定

事

項

□ 該当（□規則第５条）

□ 条例第１０条第１項第１号

□ 条例第１０条第１項第２号

□ 規則第９条（通勤所

要回数 回）

□ 条例第１０条第１項第３号

□ 規則第９条（通勤所

要回数 回）

□ 規則第１０条

□第１号 □第２号

□第３号

□非該当 理由

� �
� �
� �
� �
� �

省略 省

略

決

定

事

項

□ 該当（□規則第５条）

□ 条例第１０条第１項第１号

□ 条例第１０条第１項第２号

□ 規則第９条（通勤所

要回数 回）

□ 条例第１０条第１項第３号

□ 規則第９条（通勤所

要回数 回）

□ 規則第１０条

□第１号 □第２号

□第３号

□非該当 理由

� �
� �
� �
� �
� �

省略 省

略

区 分 省

略

区 分 省

略担当

者確

認

省略 担当

者確

認印

省略

注 省略 注 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２３９

（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第９条 職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―３３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第５条関係） 育児休業等計画書 様式第１号（第５条関係） 育児休業等計画書

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略

様式第２号（第６条、様式第１号関係） 育児休業承認請求書

注 省略

様式第２号（第６条、様式第１号関係） 育児休業承認請求書

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略

様式第３号（第８条関係） 養育状況変更届

注 省略

様式第３号（第８条関係） 養育状況変更届

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略

様式第４号（第１２条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

注 省略

様式第４号（第１２条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略

様式第５号（第１６条関係） 部分休業承認請求書

（表）

注 省略

様式第５号（第１６条関係） 部分休業承認請求書

（表）

省略

氏 名

省略

氏 名 �

改 正 後 改 正 前

別記様式（第８条、第９条関係） 単身赴任届兼単身赴任手当認定

簿

（表）

省略

別記様式（第８条、第９条関係） 単身赴任届兼単身赴任手当認定

簿

（表）

省略

所属 職名 氏名 省略 所属 職名 氏名 � 省略

省略 省略

省略 省略

取扱者
確

認

省略

所属長 職名

氏名

担当者 取扱者
確

認

省略

所属長 職名

氏名 �

担当者

確認 確認 認印 印

上記のとおり確認し、決定

する。

年 月 日

職名 氏名 �

上記のとおり確認し、決定

する。

年 月 日

職名 氏名 �
省略 省略

省略

注 省略

（裏） 省略

省略

注 省略

（裏） 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２４０

（職員の修学部分休業に関する規則の一部改正）

第１０条 職員の修学部分休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―５０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の高齢者部分休業に関する規則の一部改正）

第１１条 職員の高齢者部分休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―５１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

（裏） （裏）

月 日

休業の承認を取

り消した時間 時間数
請求者

確認

任命権

者確認

省略

月 日

休業の承認を取

り消した時間 時間数
請求者

印

任命権

者印

省略

午 前 午 後 午 前 午 後

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条関係） 修学部分休業承認申請書

（表）

様式第１号（第２条関係） 修学部分休業承認申請書

（表）

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略

（裏）

注 省略

（裏）

月日

休業の承認を取

り消した時間 時間数
申請者

確認

任命権

者確認

省略

月日

休業の承認を取

り消した時間 時間数
申請者

印

任命権

者印

省略

午 前 午 後 午 前 午 後

省略 省略

様式第２号（第６条関係） 修学状況変更届 様式第２号（第６条関係） 修学状況変更届

省略

氏 名

省略

省略

氏 名 �

省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条関係） 高齢者部分休業承認申請書

（表）

様式第１号（第２条関係） 高齢者部分休業承認申請書

（表）

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

（裏） （裏）

月日

休業の承認を取

り消した時間 時間数
申請者

確認

任命権

者確認

省略

月日

休業の承認を取

り消した時間 時間数
申請者

印

任命権

者印

省略

午 前 午 後 午 前 午 後

省略 省略

注 省略

様式第２号（第６条関係） 高齢者部分休業時間延長（変更）承認

申請書

注 省略

様式第２号（第６条関係） 高齢者部分休業時間延長（変更）承認

申請書



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２４１

（職員の自己啓発等休業に関する規則の一部改正）

第１２条 職員の自己啓発等休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―５５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の配偶者同行休業に関する規則の一部改正）

第１３条 職員の配偶者同行休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―６６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定によ

る書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができ

る。

（愛媛県人事委員会規則における押印及び署名を不要とするための手続の特例に関する規則の一部改正）

４ 愛媛県人事委員会規則における押印及び署名を不要とするための手続の特例に関する規則（愛媛県人事委員会規則１―１０）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別記様式（第３条関係） 自己啓発等休業承認（期間延長）申請書 別記様式（第３条関係） 自己啓発等休業承認（期間延長）申請書

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略 注 省略

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略

様式第３号（第７条関係） 高齢者部分休業時間変更届

注 省略

様式第３号（第７条関係） 高齢者部分休業時間変更届

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別記様式（第２条関係） 配偶者同行休業承認（期間延長）申請書 別記様式（第２条関係） 配偶者同行休業承認（期間延長）申請書

省略

氏 名

省略

氏 名 �

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、請求者等が行わなければならないとされている

書類の押印及び署名については、次に掲げる規則の規定にかかわら

ず、申請者、届出者、請求者等は、これらの行為を行うことを要し

ない。

申請者、届出者、請求者等が行わなければならないとされている

書類の押印及び署名については、次に掲げる規則の規定にかかわら

ず、申請者、届出者、請求者等は、これらの行為を行うことを要し

ない。

� 職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２４２

��������������
�愛媛県人事委員会規則７－１２３９
職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則

第１条 職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

５）別表第１１

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊勤務

手当）

第３０条 省略

様式第１号（第３９条関係） 特殊勤務従事簿

省略

（家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊勤務

手当）

第３０条 省略

様式第１号（第３９条関係） 特殊勤務従事簿

省略

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

備考１～４ 省略

５ この様式は、次の各手当について使用すること。

� 県税事務従事職員の特殊勤務手当 � 伝染病防疫

作業従事職員の特殊勤務手当 � 特殊現場作業従事

職員の特殊勤務手当 � レントゲン技術従事職員の

特殊勤務手当 � 児童相談所、子ども療育センタ

ー、知的障害者更生相談所及び心と体の健康センター

に勤務する職員の特殊勤務手当 � 児童自立支援施

設に勤務する職員の特殊勤務手当 � 社会福祉業務

従事職員の特殊勤務手当 � 精神保健指定医、診察

立会職員及び精神障害者移送に従事する職員の特殊勤

務手当 	 職業訓練指導業務従事職員の特殊勤務手

当 
 と畜検査業務従事職員の特殊勤務手当 �

麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当 � 爆発物

取締業務従事職員の特殊勤務手当 
 漁業取締作業

従事職員の特殊勤務手当 � 家畜保健衛生所及び家

畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊勤務手当 � 身

体障害者等福祉業務従事職員の特殊勤務手当 � 精

神障害者等訪問指導業務従事職員の特殊勤務手当 �

食鳥検査業務従事職員の特殊勤務手当 � 特殊自

動車運転作業手当

様式第３号（第３９条関係） 有害ガス発生業務等従事命令簿

備考１～４ 省略

５ この様式は、次の各手当について使用すること。

� 県税事務従事職員の特殊勤務手当 � 伝染病防疫

作業従事職員の特殊勤務手当 � 特殊現場作業従事

職員の特殊勤務手当 � レントゲン技術従事職員の

特殊勤務手当 � 児童相談所、子ども療育センタ

ー、知的障害者更生相談所及び心と体の健康センター

に勤務する職員の特殊勤務手当 � 児童自立支援施

設に勤務する職員の特殊勤務手当 � 社会福祉業務

従事職員の特殊勤務手当 � 精神保健指定医、診察

立会職員及び精神障害者移送に従事する職員の特殊勤

務手当 	 職業訓練指導業務従事職員の特殊勤務手

当 
 と畜検査業務従事職員の特殊勤務手当 �

麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当 � 爆発物

取締業務従事職員の特殊勤務手当 
 漁業取締作業

従事職員の特殊勤務手当 � 家畜保健衛生所及び家

畜病性鑑定所に勤務する職員の特殊勤務手当 � 身

体障害者等福祉業務従事職員の特殊勤務手当 � 精

神障害者等訪問指導業務従事職員の特殊勤務手当 �

食鳥検査業務従事職員の特殊勤務手当 � 特殊自

動車運転作業手当

様式第３号（第３９条関係）

省略

所属 職 氏名

省略

所属 職 氏 名

所属長確

認

直接監督

者確認

省略
所属長印

直接監督

者印

省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２４３

省略 省略

様式第６号（第３９条関係） 警察職員特殊勤務従事簿

省略

様式第６号（第３９条関係） 警察職員特殊勤務従事簿

省略

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

備考 省略

様式第７号（第３９条関係） 術科指導従事命令簿

備考 省略

様式第７号（第３９条関係） 術科指導従事命令簿

省略 省略

所属長確

認

直接監督

者確認

省略
所属長印

直接監督

者印

省略

省略 省略

様式第９号（第３９条関係） 夜間看護業務従事命令簿

省略

様式第９号（第３９条関係） 夜間看護業務従事命令簿

省略

省略 省略

所属長

確認

直接監

督者確

認

省略
所属長

印

直接監

督者印

省略

省略 省略

省略 省略

様式第１４号（第３９条関係） 潜水作業従事命令簿

省略

（様式第１４号）

省略

省略 省略

所属長

確認

省略 所属長

印

省略

省略 省略

様式第１４号の２（第３９条関係） 用地交渉等業務従事簿

省略

様式第１４号の２（第３９条関係） 用地交渉等業務従事簿

省略

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

備考 省略

様式第１７号（第３９条関係） 航空業務従事命令簿

省略

備考 省略

様式第１７号（第３９条関係） 航空業務従事命令簿

省略

省略 省略

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

備考 省略

様式第１８号（第３９条関係） 災害応急作業等従事簿

様式第１８号（その１）

省略

備考 省略

様式第１８号（第３９条関係） 災害応急作業等従事簿

様式第１８号（その１）

省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２４４

第２条 職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第６号の２から様式第６号の４までを次のように改める

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

備考 省略

様式第１８号（その２）

省略

備考 省略

様式第１８号（その２）

省略

省略 省略

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略

様式第１８号（その３）

省略

備考 省略

様式第１８号（その３）

省略

所属

長確

認

省略
所属

長印

省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略



愛
媛

県
報

令
和
４
年
３
月
２９
日

第
２９４
号

２４５

様式第６号の２（第３９条関係） 夜間特殊作業従事簿



愛
媛

県
報

令
和
４
年
３
月
２９
日

第
２９４
号

２４６

様式第６号の３（第３９条関係） 死体取扱作業従事簿

様式第６号の３（その１）



愛
媛

県
報

令
和
４
年
３
月
２９
日

第
２９４
号

２４７

様式第６号の３（その２）



愛
媛

県
報

令
和
４
年
３
月
２９
日

第
２９４
号

２４８



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２４９

様式第６号の４（第３９条関係） 緊急業務処理作業従事簿



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２５０

様式第８号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
４
年
３
月
２９
日

第
２９４
号

２５１

様式第８号（第３９条関係） 漁労従事簿
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附 則

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現にある改正前の職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則様式第１号、様式第３号、様式第６号、様式第７号、

様式第９号、様式第１４号、様式第１４号の２、様式第１７号及び様式第１８号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用する

ことができる。

�愛媛県人事委員会規則７－１２４０
特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１ 特地公署（第２条、第３条関係） 別表第１ 特地公署（第２条、第３条関係）

所 在 地 公 署
級別

区分
所 在 地 公 署

級別

区分

四国

中央

市

省略 四国

中央

市

省略

新宮町新宮４４６番地 四国中央警察署新宮駐

在所

１級

省略 省略

上浮

穴郡

省略 上浮

穴郡

省略

省略

�万高原町柳井川７９７番

地１

�万高原警察署柳谷駐

在所

２級 省略

�万高原町柳井川７９７番

地１

�万高原警察署柳谷駐

在所

２級

�万高原町下畑野川甲

３６９番地１

�万高原警察署川瀬駐

在所

１級

省略 省略

大洲

市

河辺町三嶋１２５番地１ 大洲警察署河辺駐在所 ２級 大洲

市

河辺町植松３９６番地 大洲警察署河辺駐在所 ２級

喜多

郡

内子町上田渡８１１番地 大洲警察署田渡駐在所 ２級 喜多

郡

内子町上田渡８１１番地 大洲警察署田渡駐在所 ３級

内子町小田３６４番地１ 大洲警察署小田駐在所 １級 内子町小田３６４番地１ 大洲警察署小田駐在所 ２級

内子町大瀬中央４４７５番

地

大洲警察署大瀬駐在所 １級

八幡

浜市

保内町磯崎１２３８番地１ 八幡浜警察署磯津駐在

所

１級 八幡

浜市

保内町磯崎１２３８番地の

１

八幡浜警察署磯津駐在

所

２級

省略 省略

西予

市

省略 西予

市

省略

明浜町高山甲３６７８番地

野村町鳥鹿野７４０番地

省略

西予警察署高山駐在所

西予警察署渓筋駐在所

１級 明浜町高山甲３６７８番地

野村町鳥鹿野７４０番地

省略

西予警察署高山駐在所

西予警察署渓筋駐在所

１級

省略 省略

北宇

和郡

鬼北町大字小松１３９５番

地

省略

宇和島警察署三島駐在

所

２級 北宇

和郡

鬼北町大字小松１３９５番

地

省略

宇和島警察署三島駐在

所

２級

鬼北町大字小松１３９５番

地

宇和島警察署三島駐在

所

１級
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正前の特地勤務手当等に関する規則（以下「旧規則」という。）別表第１級別区分欄に掲げる級別が１級とされていた公署のうち、

改正後の特地勤務手当等に関する規則（以下「新規則」という。）別表第１に掲げられないこととなった公署は、この規則の施行の日

（以下「施行日」という。）の前日から引き続き当該公署に在勤している職員に係る特地勤務手当及び特地勤務手当に準ずる手当の支給

については、当該公署が移転するまでの間、同表級別区分欄に掲げる級別が１級とされている新規則第２条の特地公署とみなす。

３ 前項の職員に係る特地勤務手当の月額は、新規則第３条の規定にかかわらず、施行日の前日において受けていた特地勤務手当の月額

（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認

を受けた職員及び同法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては、

同日に育児短時間勤務職員等であったとしたならば受けることとなった特地勤務手当の月額）（以下「旧特地勤務手当の月額」とい

う。）に相当する額とする。

４ 新規則別表第１級別区分欄に掲げる級別が旧規則別表第１級別区分欄に掲げる級別より下位である公署に施行日の前日から引き続き在

勤している職員の特地勤務手当の月額は、新規則第３条の規定にかかわらず、同条の規定による特地勤務手当の月額が旧特地勤務手当の

月額に達するまでの間（その期間内に当該公署が移転した場合又は当該公署が特地公署に該当しなくなった場合にあっては、その移転し、

又は該当しなくなった日の前日までの間）、当該旧特地勤務手当の月額に相当する額とする。

５ 旧規則別表第２に掲げられていた公署のうち、新規則別表第１又は別表第２に掲げられないこととなった公署は、施行日の前日から引

き続き当該公署に在勤している職員に係る特地勤務手当に準ずる手当の支給については、当該公署が移転するまでの間、新規則第２条の

準特地公署とみなす。

�愛媛県人事委員会規則７－１２４１
会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則の一部を改正する規則

会計年度任用職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１２２３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

南宇

和郡

愛南町船越１３１４番地 愛南警察署船越駐在所 ２級 南宇

和郡

愛南町船越１３１４番地 愛南警察署船越駐在所 １級

別表第２ 準特地公署（第２条関係） 別表第２ 準特地公署（第２条関係）

所 在 地 公 署 所 在 地 公 署

今治市 大三島町宮浦６３６７番地

省略

台ダム管理事務所 今治市 大三島町宮浦６３６７番地

省略

台ダム管理事務所

上浮穴

郡

�万高原町下畑野川甲

３６９番地の１

�万高原警察署川瀬駐在

所

省略 省略

西予市 明浜町高山甲３４２０番地 西予警察署高山駐在所 宇和島

市

津島町山財字長野乙１４４

番地

山財ダム管理事務所

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、会計年度任用職員の給与等に関する条例（令

和元年愛媛県条例第７号。以下「条例」という。）第３条第１

項、条例第４条において読み替えて準用する職員の給与に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」とい

う。）第９条の２第１項及び第３項、条例第６条第１項、同条第

２項及び条例第１６条第３項において読み替えて準用する職員給与

（趣旨）

第１条 この規則は、会計年度任用職員の給与等に関する条例（令

和元年愛媛県条例第７号。以下「条例」という。）第３条第１

項、条例第４条において読み替えて準用する職員の給与に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」とい

う。）第９条の２第１項及び第３項、条例第６条第１項、同条第

２項及び条例第１６条第３項において読み替えて準用する職員給与
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附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１２－７６
職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

条例第１４条第３項、条例第７条及び第１６条第４項において読み替

えて準用する職員給与条例第１５条第２項、条例第１０条第１号及び

第２号、条例第１１条第１項、同条第２項 において読み替えて準

用する職員給与条例第１８条の４第３項、条例第１２条第１項、第４

項第２号及び第３号並びに第５項、同条第６項及び条例第１８条第

６項において準用する職員給与条例第１９条の３第６項、条例第１５

条第１項、条例第１６条第２項、条例第１８条第１項及び第５項、条

例第２０条第２項及び第３項並びに条例第２４条の規定に基づき、会

計年度任用職員の給与の支給等に関し必要な事項を定めるものと

する。

第２章 基本報酬及び給料の額

第２条 省略

２～４ 省略

５ 前２項の経験月数は、職務の内容が同一と認められる会計年度

任用職員の職に在職した期間について、次の各号に掲げる職の区

分に応じ当該各号に定める月数を合計した月数とする。

� １週間当たりの勤務時間数が定められた職 在職した期間の

月数に、当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務

を要する職員について定められた１週間当たりの勤務時間数で

除して得た数を乗じて得た月数（休職その他の人事委員会が定

める事由によって勤務しなかった期間がある会計年度任用職員

にあっては、当該月数から部内の他の職員との均衡を考慮して

任命権者が定める月数を減じた月数）

� １週間当たりの勤務時間数が定められず、かつ、１月当たり

の勤務時間数が定められた職 在職した期間の月数に、当該定

められた１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員につ

いて定められた１日当たりの勤務時間数に２１を乗じて得た勤務

時間数で除して得た数を乗じて得た月数（休職その他の人事委

員会が定める事由によって勤務しなかった期間がある会計年度

任用職員にあっては、当該月数から部内の他の職員との均衡を

考慮して任命権者が定める月数を減じた月数）

� 前２号のいずれにも該当しない職 在職した期間の月数に、

当該期間のうち実際の勤務時間数（有給休暇の許可その他その

勤務しないことにつき承認があった時間数を含み、条例第６

条、第７条及び第９条の規定による報酬の支給の対象となる勤

務時間数を除く。）を常時勤務を要する職員について定められ

た１日当たりの勤務時間数に２１を乗じて得た勤務時間数に当該

月数を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た月数

６ 省略

条例第１４条第３項、条例第７条及び第１６条第４項において読み替

えて準用する職員給与条例第１５条第２項、条例第１０条第１号及び

第２号、条例第１１条第１項及び同条第２項において読み替えて準

用する職員給与条例第１８条の４第３項、条例第１２条第１項、第４

項第２号及び第３号並びに第５項、同条第６項及び条例第１８条第

６項において準用する職員給与条例第１９条の３第６項、条例第１５

条第１項、条例第１６条第２項、条例第１８条第１項及び第５項、条

例第２０条第２項及び第３項並びに条例第２４条の規定に基づき、会

計年度任用職員の給与の支給等に関し必要な事項を定めるものと

する。

第２章 基本報酬及び給料の額

第２条 省略

２～４ 省略

５ 前２項の経験月数は、職務の内容が同一と認められる会計年度

任用職員の職に在職した期間について、次の各号に掲げる職の区

分に応じ当該各号に定める月数を合計した月数とする。

� １週間当たりの勤務時間数が定められた職 在職した期間の

月数に、当該定められた１週間当たりの勤務時間数を常時勤務

を要する職員について定められた１週間当たりの勤務時間数で

除して得た数を乗じて得た月数（休職その他の人事委員会が定

める事由によって勤務しなかった期間がある会計年度任用職員

にあっては、当該月数から部内の他の職員との均衡を考慮して

任命権者が定める月数を減じた月数）

� １週間当たりの勤務時間数が定められず、かつ、１月当たり

の勤務時間数が定められた職 在職した期間の月数に、当該定

められた１月当たりの勤務時間数を常時勤務を要する職員につ

いて定められた１日当たりの勤務時間数に２１を乗じて得た勤務

時間数で除して得た数を乗じて得た月数（休職その他の人事委

員会が定める事由によって勤務しなかった期間がある会計年度

任用職員にあっては、当該月数から部内の他の職員との均衡を

考慮して任命権者が定める月数を減じた月数）

� 前２号のいずれにも該当しない職 在職した期間の月数に、

当該期間のうち実際の勤務時間数（有を受けた期間その他その

勤務しないことにつき承認があった時間数を含み、条例第６

条、第７条及び第９条の規定による報酬の支給の対象となる勤

務時間数を除く。）を常時勤務を要する職員について定められ

た１日当たりの勤務時間数に２１を乗じて得た勤務時間数に当該

月数を乗じて得た勤務時間数で除して得た数を乗じて得た月数

６ 省略
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改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

�～� 省略 �～� 省略

� 職員が夏季において、盆等の

諸行事を行う場合又は心身の健

康の維持及び増進若しくは家庭

生活の充実を図る場合

一の年の６月から１０月ま

での間において５日を超

えない範囲内でその都度

必要と認める期間

� 職員が夏季において、盆等の

諸行事を行う場合又は心身の健

康の維持及び増進若しくは家庭

生活の充実を図る場合

一の年の７月から９月ま

での間において３日を超

えない範囲内でその都度

必要と認める期間

�～� 省略 �～� 省略

２・３ 省略

４ 再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に

対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項の表の規定の適

用については、次のとおりとする。

� 省略

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤

務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型

短時間勤務職員にあつては、３８時間４５分に条例第１１条第１項の

規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８時間４５分で除し

て得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時

間を１日として日に換算して得た日数）（１日未満の端数があ

るときは、これを四捨五入して得た日数とし、その日数が５日

を超えるときは、５日とする。）」とする。

� 省略

（条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第１条の４ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

�・� 省略

� 第１２条第２項に規定する４時間の勤務時間の割振り変更を行

つたことにより、４時間の勤務時間について割り振ることをや

めた勤務日の勤務時間の全てについて年次休暇及び前条第１項

の表�の項に規定する有給休暇を与える場合において、当該年

次休暇を与えられる時間に１時間未満の端数があるとき。

	 １回の勤務に６時間を超える勤務時間を割り振つた場合であ

つて、休憩時間（当該勤務に複数の休憩時間を置いた場合にあ

つては、そのうち最も長い休憩時間（当該休憩時間が複数ある

場合にあつては、そのうちから任命権者又はその委任を受けた

者（以下「所属長」という。）が指定した休憩時間））の前後

いずれか一方の勤務時間の全てについて年次休暇及び前条第１

項の表�の項に規定する有給休暇を与える場合において、当該

年次休暇を与えられる時間に１時間未満の端数があるとき。


 省略

２ 省略

（休暇の算定）

２・３ 省略

４ 再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に

対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項の表の規定の適

用については、次のとおりとする。

� 省略

� 第１項の表�の項期間の欄中「３日」とあるのは、「３日に

再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤

務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型

短時間勤務職員にあつては、２３時間１５分に条例第１１条第１項の

規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８時間４５分で除し

て得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時

間を１日として日に換算して得た日数）（１日未満の端数があ

るときは、これを四捨五入して得た日数とし、その日数が３日

を超えるときは、３日とする。）」とする。

� 省略

（条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第１条の４ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

�・� 省略

� 第１２条第２項に規定する４時間の勤務時間の割振り変更を行

つたことにより、４時間の勤務時間について割り振ることをや

めた勤務日の勤務時間の全てについて年次休暇及び前条第１項

の表�の項に規定する有給休暇を与える場合において、これら

の休暇を与えられる時間に１時間未満の端数があるとき。

	 １回の勤務に６時間を超える勤務時間を割り振つた場合であ

つて、休憩時間（当該勤務に複数の休憩時間を置いた場合にあ

つては、そのうち最も長い休憩時間（当該休憩時間が複数ある

場合にあつては、そのうちから任命権者又はその委任を受けた

者（以下「所属長」という。）が指定した休憩時間））の前後

いずれか一方の勤務時間の全てについて年次休暇及び前条第１

項の表�の項に規定する有給休暇を与える場合において、これ

らの休暇を与えられる時間に１時間未満の端数があるとき。


 省略

２ 省略

（休暇の算定）
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（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 条例第４条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 条例第４条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

�～� 省略 �～� 省略

� 職員が夏季において、盆等の

諸行事を行う場合又は心身の健

康の維持及び増進若しくは家庭

生活の充実を図る場合

一の年の６月から１０月ま

での間において５日を超

えない範囲内でその都度

必要と認める期間

� 職員が夏季において、盆等の

諸行事を行う場合又は心身の健

康の維持及び増進若しくは家庭

生活の充実を図る場合

一の年の７月から９月ま

での間において３日を超

えない範囲内でその都度

必要と認める期間

�・� 省略 �・� 省略

２・３ 省略

４ 再任用短時間勤務教育職員（条例第６条第１項に規定する再任

用短時間勤務教育職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤

務教育職員（同項に規定する任期付短時間勤務教育職員をいう。

以下同じ。）に対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項

の表の規定の適用については、次のとおりとする。

� 省略

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１

週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数

（不斉一型短時間勤務教育職員にあつては、３８時間４５分に条例

第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８

時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日

当たりの勤務時間を１日として日に換算して得た日数）（１日

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数とし、

その日数が５日を超えるときは、５日とする。）」とする。

� 省略

（条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第２条の４ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

２・３ 省略

４ 再任用短時間勤務教育職員（条例第６条第１項に規定する再任

用短時間勤務教育職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤

務教育職員（同項に規定する任期付短時間勤務教育職員をいう。

以下同じ。）に対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項

の表の規定の適用については、次のとおりとする。

� 省略

� 第１項の表�の項期間の欄中「３日」とあるのは、「３日に

再任用短時間勤務教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１

週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数

（不斉一型短時間勤務教育職員にあつては、２３時間１５分に条例

第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務時間を３８

時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その者の１日

当たりの勤務時間を１日として日に換算して得た日数）（１日

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数とし、

その日数が３日を超えるときは、３日とする。）」とする。

� 省略

（条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第２条の４ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

第３条 週休日、条例第１０条の２第１項の規定により割り振られた

勤務時間の全部について超勤代休時間が指定された勤務日等、休

日（条例第２条の２第１項の規定により代休日を指定されて、当

該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した場合を除く。）

又は代休日（勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場合

に限る。）（以下「週休日等」という。）を挟んで年次休暇、子

の看護休暇又は第１条の３第１項の表	の項、
の項、�の項、

�の項若しくは�の項に規定する有給休暇（以下この項において

「年次休暇等」という。）を与えた場合は、その週休日等は、年

次休暇等として取り扱わない。ただし、年次休暇等を除く他の休

暇については、週休日等は、それぞれその休暇の期間内の日とす

る。

２ 省略

第３条 週休日、条例第１０条の２第１項の規定により割り振られた

勤務時間の全部について超勤代休時間が指定された勤務日等、休

日（条例第２条の２第１項の規定により代休日を指定されて、当

該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した場合を除く。）

又は代休日（勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場合

に限る。）（以下「週休日等」という。）を挟んで年次休暇

を与えた場合は、その週休日等は、年

次休暇 として取り扱わない。ただし、年次休暇 を除く他の休

暇については、週休日等は、それぞれその休暇の期間内の日とす

る。

２ 省略
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附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１２－７７
職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則

職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－３３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�・� 省略

� 第１２条第２項に規定する４時間の勤務時間の割振り変更を行

つたことにより、４時間の勤務時間について割り振ることをや

めた勤務日の勤務時間の全てについて年次休暇及び前条第１項

の表�の項に規定する有給休暇を与える場合において、当該年

次休暇を与えられる時間に１時間未満の端数があるとき。

� １回の勤務に６時間を超える勤務時間を割り振つた場合であ

つて、休憩時間（当該勤務に複数の休憩時間を置いた場合にあ

つては、そのうち最も長い休憩時間（当該休憩時間が複数ある

場合にあつては、そのうちから任命権者又はその委任を受けた

者（以下「所属長」という。）が指定した休憩時間））の前後

いずれか一方の勤務時間（教育職員の給与等に関する特別措置

条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号。以下「特別措置条例」とい

う。）第８条第１項の規定により指定された勤務することを要

しない時間を含む場合にあつては、当該時間を除いた勤務時

間）の全てについて年次休暇及び前条第１項の表�の項に規定

する有給休暇を与える場合において、当該年次休暇を与えられ

る時間に１時間未満の端数があるとき。

� 特別措置条例第８条第１項の規定により勤務を要しない時間

を指定された勤務日に当該時間を除いた勤務時間の全てについ

て年次休暇及び前条第１項の表�の項に規定する有給休暇を与

える場合において、当該年次休暇を与えられる時間に１時間未

満の端数があるとき。

� 省略

２ 省略

（休暇の計算）

第４条 省略

２ 週休日、休日（条例第３条の２第１項の規定により代休日を指

定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した場

合を除く。）、代休日（勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤

務した場合に限る。）又は特別措置条例第８条第１項の規定によ

り指定された勤務することを要しない時間（勤務日の勤務時間の

全てが同項の規定により指定された勤務することを要しない時間

となつたものに限る。）（以下「週休日等」という。）を挟んで

年次休暇、子の看護休暇又は第２条の３第１項の表�の項、	の

項、
の項、�の項若しくは�の項に規定する有給休暇（以下こ

の項において「年次休暇等」という。）を与える場合は、その週

休日等は、年次休暇等としない。ただし、年次休暇等を除く他の

休暇については、週休日等は、それぞれその休暇の期間内の日と

する。

�・� 省略

� 第１２条第２項に規定する４時間の勤務時間の割振り変更を行

つたことにより、４時間の勤務時間について割り振ることをや

めた勤務日の勤務時間の全てについて年次休暇及び前条第１項

の表�の項に規定する有給休暇を与える場合において、これら

の休暇を与えられる時間に１時間未満の端数があるとき。

� １回の勤務に６時間を超える勤務時間を割り振つた場合であ

つて、休憩時間（当該勤務に複数の休憩時間を置いた場合にあ

つては、そのうち最も長い休憩時間（当該休憩時間が複数ある

場合にあつては、そのうちから任命権者又はその委任を受けた

者（以下「所属長」という。）が指定した休憩時間））の前後

いずれか一方の勤務時間（教育職員の給与等に関する特別措置

条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号。以下「特別措置条例」とい

う。）第８条第１項の規定により指定された勤務することを要

しない時間を含む場合にあつては、当該時間を除いた勤務時

間）の全てについて年次休暇及び前条第１項の表�の項に規定

する有給休暇を与える場合において、これらの休暇を与えられ

る時間に１時間未満の端数があるとき。

� 特別措置条例第８条第１項の規定により勤務を要しない時間

を指定された勤務日に当該時間を除いた勤務時間の全てについ

て年次休暇及び前条第１項の表�の項に規定する有給休暇を与

える場合において、これらの休暇を与えられる時間に１時間未

満の端数があるとき。

� 省略

２ 省略

（休暇の計算）

第４条 省略

２ 週休日、休日（条例第３条の２第１項の規定により代休日を指

定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した場

合を除く。）、代休日（勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤

務した場合に限る。）又は特別措置条例第８条第１項の規定によ

り指定された勤務することを要しない時間（勤務日の勤務時間の

全てが同項の規定により指定された勤務することを要しない時間

となつたものに限る。）（以下「週休日等」という。）を挟んで

年次休暇

を与える場合は、その週

休日等は、年次休暇 としない。ただし、年次休暇 を除く他の

休暇については、週休日等は、それぞれその休暇の期間内の日と

する。
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人事委員会告示

�愛媛県人事委員会告示第１号
教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第１２

条の２第１項の規定に基づき、へき地学校等を次のとおり指定し、

令和４年４月１日から施行し、へき地等学校の指定（平成２８年３月

愛媛県人事委員会告示第２号）は、令和４年３月３１日限り廃止する。

令和４年３月２９日

愛媛県人事委員会

委員長 安 藤 潔

１ へき地学校

� 小学校の部

市 郡 名 学 校 名 級別区分

新 居 浜 市 新居浜市立別子小学校 ３ 級

今 治 市 今治市立岡村小学校 ２ 級

越 智 郡 上島町立魚島小学校 ４ 級

上島町立岩城小学校 ２ 級

上島町立弓削小学校 １ 級

上島町立生名小学校

松 山 市 松山市立興居島小学校釣島分校 ４ 級

松山市立津和地小学校 ３ 級

松山市立怒和小学校 ２ 級

松山市立中島小学校 １ 級

上 浮 穴 郡 �万高原町立面河小学校 ３ 級

�万高原町立直瀬小学校 ２ 級

�万高原町立仕七川小学校

�万高原町立柳谷小学校

�万高原町立父二峰小学校 １ 級

�万高原町立美川小学校

伊 予 郡 砥部町立広田小学校 １ 級

大 洲 市 大洲市立河辺小学校 ２ 級

大洲市立肱川小学校 １ 級

西 宇 和 郡 伊方町立大�小学校 ２ 級

伊方町立三崎小学校 １ 級

西 予 市 西予市立大野ヶ原小学校 ４ 級

西予市立惣川小学校 ３ 級

西予市立城川小学校 １ 級

宇 和 島 市 宇和島市立竹ヶ島小学校 ５ 級

宇和島市立戸島小学校 ４ 級

宇和島市立日振島小学校

宇和島市立蒋淵小学校 ３ 級

宇和島市立御槙小学校 ２ 級

宇和島市立遊子小学校 １ 級

北 宇 和 郡 鬼北町立日吉小学校 １ 級

南 宇 和 郡 宿毛市・愛南町篠山小中学校組合立篠

山小学校

２ 級

愛南町立家串小学校 １ 級

愛南町立福浦小学校

附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛

媛県条例第２号。以下「条例」という。）第２条第５号ア�、第

３条第３号イ、第３条の２第２号、第９条第１項、第１４条第１号

及び第２号、第１５条、第２２条第２号並びに第２８条 の規定に基づ

き、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（条例第２条第５号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職員）

第２条 条例第２条第５号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職

員は、１週間の勤務日が３日以上と定められている非常勤職員又

は週以外の期間によって勤務日が定められている非常勤職員であ

って、１年間の勤務日が１２１日以上と定められているものとす

る。

（条例第２２条第２号 の人事委員会規則で定める非常勤職員）

第１５条 条例第２２条第２号 の人事委員会規則で定める非常勤職員

は、１週間の勤務日が３日以上と定められている非常勤職員又は

週以外の期間によって勤務日が定められている非常勤職員であっ

て１年間の勤務日が１２１日以上と定められているもののうち、１

日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上である勤務日があ

るものとする。

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛

媛県条例第２号。以下「条例」という。）第２条第５号ア�、第

３条第３号イ、第３条の２第２号、第９条第１項、第１４条第１号

及び第２号、第１５条、第２２条第２号イ並びに第２６条の規定に基づ

き、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（条例第２条第５号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職員）

第２条 条例第２条第５号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職

員は、１週間の勤務日が３日以上と定められている非常勤職員又

は週以外の期間によって勤務日が定められている非常勤職員であ

って、１年間の勤務日が１２１日以上と定められているものとす

る。

（条例第２２条第２号イの人事委員会規則で定める非常勤職員）

第１５条 条例第２２条第２号イの人事委員会規則で定める非常勤職員

は、１週間の勤務日が３日以上と定められている非常勤職員又は

週以外の期間によって勤務日が定められている非常勤職員であっ

て１年間の勤務日が１２１日以上と定められているもののうち、１

日につき定められた勤務時間が６時間１５分以上である勤務日があ

るものとする。
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公営企業訓令

� 中学校の部

市 郡 名 学 校 名 級別区分

新 居 浜 市 新居浜市立別子中学校 ３ 級

今 治 市 今治市立関前中学校 ２ 級

越 智 郡 上島町立魚島中学校 ４ 級

上島町立岩城中学校 ２ 級

上島町立弓削中学校 １ 級

松 山 市 松山市立中島中学校 １ 級

上 浮 穴 郡 �万高原町立美川中学校 １ 級

大 洲 市 大洲市立河辺中学校 ２ 級

大洲市立肱川中学校 １ 級

西 宇 和 郡 伊方町立三崎中学校 １ 級

西 予 市 西予市立城川中学校 １ 級

北 宇 和 郡 鬼北町立日吉中学校 １ 級

南 宇 和 郡 宿毛市・愛南町篠山小中学校組合立篠

山中学校

２ 級

２ へき地学校に準ずる学校

� 小学校の部

市 郡 名 学 校 名

四国中央市 四国中央市立新宮小学校

喜 多 郡 内子町立石畳小学校

内子町立小田小学校

� 中学校の部

市 郡 名 学 校 名

四国中央市 四国中央市立新宮中学校

喜 多 郡 内子町立小田中学校

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部を改正する訓令

愛媛県公営企業管理局事務決裁規則（昭和６３年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る特定決

裁事項

別表第２（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る特定決

裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

管

理

者

専決者 管

理

者

専決者

局

長

課

長

主

幹

局

長

課

長

主

幹

総

務

課

１～７

省略

総

務

課

１～７

省略

８ 服務

に関す

る事務

１・２ 省略 ８ 服務

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 結核療養休暇の許可

� 課長又はこれに相当する

職以上の職にある者及び事

業所の長

○

� �以外のもの ○

３ 省略 ４ 省略

９～１５

省略

９～１５

省略

省

略

省

略

備考 省略 備考 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県公営企業公印規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県公営企業公印規則の一部を改正する訓令

愛媛県公営企業公印規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用紙の受払い）

第１０条 第８条第３項の規定により事前に公印を押印した証票等及

び前条の規定により公印を印刷した証票等は、公印事前押印証票

等（公印刷込証票等）受払簿（様式第６号）により、その授受及

び使用の状況を明らかにしておかなければならない。ただし、電

子計算機に記録した公印を印刷した証票等の使用の状況について

当該電子計算機に記録された当該証票等の使用の状況に係る情報

により確認することができる場合は、この限りでない。

第１１条 省略

第１２条 省略

別表第１（第２条関係）

（用紙の受払い）

第１０条 第８条第３項の規定により事前に公印を押印した証票等及

び前条の規定により公印を印刷した証票等は、公印事前押印証票

等（公印刷込証票等）受払簿（様式第６号）により、その授受及

び使用の状況を明らかにしておかなければならない。

（旧印の保存）

第１１条 総務課長は、改刻により不用となつた公印又は職制等の変

更により使用しなくなつた公印を、その時から起算して、次の各

号に掲げる公印の区分に応じ、当該各号に定める期間保存しなけ

ればならない。

� 局印、管理者印及び管理者職務代理者印 １０年

� 前号以外の公印 ３年

２ 総務課長は、前項の保存期間を経過した公印を細断又は焼却の

方法により棄却処分しなければならない。

第１２条 省略

第１３条 省略

別表第１（第２条関係）

公印の種類
寸法

方（ミリメートル）
公印の種類

寸法

方（ミリメートル）

庁印

省略

病院印

省略

省略

庁印

省略

本局の課印

事業所印（支所印及び出張

所印を含む。）

省略

省略

３０

別表第２（第２条関係）

庁印

愛 媛 県

○ ○ 局 印

愛 媛 県

立 ○ ○

病 院 印

別表第２（第２条関係）

庁印

愛 媛 県

○ ○ 局 印

愛 媛 県

○ ○ 局

○ ○ 課 印

愛 媛 県

○ ○ ○

所 印

愛 媛 県

○ ○ ○ 所

○○支所印

愛 媛 県

○ ○ ○ 所

○○出張所印

愛 媛 県

立 ○ ○

病 院 印
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附 則

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第３号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年３月２９日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

職印 省略

注 省略

別表第３（第３条関係）

職印 省略

注 省略

別表第３（第３条関係）

公印の種類 保 管 者 公印の種類 保 管 者

省略

省略

省略 省略

本局の課印

省略

省略

省略

省略 事業所印（病院に係るものを除く。）

省略

省略

病院印

省略

省略 事業所印（病院に係るものに限る。）

省略

省略

省略

省略 支所印

省略

省略

省略

省略 出張所印

省略

省略

様式第１号（第４条関係） 公印の新設（改刻・廃止）承認願 様式第１号（第４条関係） 公印の新設（改刻・廃止）承認願

省略

公印の保管者

省略

公印の保管者 �

省略 省略

注 省略

様式第３号（第８条関係） 公印事前押印願

注 省略

様式第３号（第８条関係） 公印事前押印願

省略

機関の長

省略

機関の長 �

省略 省略

様式第５号（第９条関係） 公印刷込承認願 様式第５号（第９条関係） 公印刷込承認願

省略

機関の長

省略

機関の長 �

省略 省略

公印刷込みを必要

とする理由

公印刷込みの方法
公印事前刷込みを

必要とする理由
備 考

備 考

注 公印刷込みの方法欄は、公印の印刷又は電子計算機に記録

した公印の印刷の別を記載すること。

別表第７号（第１１条関係） 公印事故届 別表第７号（第１２条関係） 公印事故届

省略

公印の保管者

省略

公印の保管者 �

省略 省略
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愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（伝染病医療従事手当）

第９条 規程別表第５に規定する「伝染病」とは、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第２項から第４項まで及び第７項並びに検疫法（昭和

２６年法律第２０１号）第２条に規定する感染症

並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第

１６６号）第２条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病

並びに管理者がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

２・３ 省略

様式第１号（第１７条関係） 危険作業従事命令簿

省略

（伝染病医療従事手当）

第９条 規程別表第５に規定する「伝染病」とは、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第２項から第４項まで及び第７項並びに検疫法（昭和

２６年法律第２０１号）第２条に規定する感染症（特に必要がある場

合は、結核を含む。）並びに家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第

１６６号）第２条第１項に規定する家畜伝染病中人畜共通の伝染病

並びに管理者がこれらに相当すると認める伝染病をいう。

２・３ 省略

様式第１号（第１７条関係） 危険作業従事命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略

様式第５号の２（第１７条関係） 用地交渉等業務手当支給明細書

省略

様式第５号の２（第１７条関係） 用地交渉等業務手当支給明細書

省略

所属長確認 省略 所属長印 省略

省略 省略

備考 省略

様式第６号（第１７条関係） 結核病棟勤務命令簿

省略

備考 省略

様式第６号（第１７条関係） 結核病棟勤務命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略

様式第７号（第１７条関係） 病理細菌取扱勤務命令簿

省略

様式第７号（第１７条関係） 病理細菌取扱勤務命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略

様式第８号（第１７条関係） 放射線技術勤務命令簿

省略

様式第８号（第１７条関係） 放射線技術勤務命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略

様式第９号（第１７条関係） 伝染病医療従事命令簿

省略

様式第９号（第１７条関係） 伝染病医療従事命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略

様式第９号の２（第１７条関係） 精神病棟等勤務命令簿

省略

様式第９号の２（第１７条関係） 精神病棟等勤務命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略

様式第１２号（第１７条関係） 夜間看護従事命令簿

省略

様式第１２号（第１７条関係） 夜間看護従事命令簿

省略

所属長確認 直接監督者確認 省略 所属長印 直接監督者印 省略

省略 省略
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雑 報

�愛媛海区漁業調整委員会指示第１２６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるかご漁業（つつ、つぼ漁業を含み、

無動力漁船を除く。以下同じ。）について、次のとおり指示する。

令和４年３月２９日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 操業の制限

当該海域において、かご漁業を操業しようとする者は、使用す

る漁船ごとに別に定める取扱要領により愛媛海区漁業調整委員会

（以下「委員会」という。）の承認を受けなければならない。

ただし、試験研究又は実習等を目的としたもので委員会に届出

したものは、この限りではない。

２ 承認対象漁船

承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす

る。

３ 操業区域

附 則

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

２ この訓令施行の際現にある改正前の愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則様式第１号、様式第５号の２から様式第９号の２まで、様

式第１２号、様式第１２号の２、様式第１３号の２、様式第１４号及び様式第１６号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用す

ることができる。

備考 省略

様式第１２号の２（第１７条関係） 救急待機命令簿

省略

備考 省略

様式第１２号の２（第１７条関係） 救急待機命令簿

省略

省略 省略

所属長の確認 待機日時 待機者の確認 省略 所属長の印 待機日時 待機者の印 省略

省略 省略

備考 省略

様式第１３号の２（第１７条関係） 航空業務従事命令簿

省略

備考 省略

様式第１３号の２（第１７条関係） 航空業務従事命令簿

省略

省略 省略

所属長確認 省略 所属長印 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略

様式第１４号（第１７条関係） 救急医療従事命令簿

省略

備考 省略

様式第１４号（第１７条関係） 救急医療従事命令簿

省略

省略 省略

命令

者の

確認

日

従事事

務の内

容

勤務命

令時間

勤 務 の 区 分

従事

者の

確認

命令

者・

確認

者の

確認

所属

長印
日

従事事

務の内

容

勤務命

令時間

勤 務 の 区 分

従事

者の

印

検印

平日 土曜

日

日曜日

又は休

日

平日 土曜

日

日曜日

又は休

日

省略 省略

備考 省略

様式第１６号（第１７条関係） 診療応援業務従事簿

省略

備考 省略

様式第１６号（第１７条関係） 診療応援業務従事簿

省略

所属長確認 省略 所属長印 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略



愛 媛 県 報令和４年３月２９日 第２９４号

２６４

操業を承認する区域は、共同漁業権漁場区域内とする。

４ 承認証の備え付け等の義務

承認をうけた者は、操業の際は、承認証を当該漁船に備え付け

るとともに別に定める標識を船橋両側面に表示しなければならな

い。

５ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和４年４月１日から令和６年３月３１

日までとする

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１２７号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

次のとおり指示する。

令和４年３月２９日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� 真珠母貝養殖いかだの吊りかごの間隔は、８０センチメートル

以上とし、１吊り当たりのかご数は、１かごでなければならな

い。ただし、県又はその他の試験研究機関が、試験研究のため

にする場合は、この限りでない。

� 真珠養殖いかだの吊りかごの間隔は、１メートル以上とし、

１吊り当たりのかご数は、１かごでなければならない。ただし、

県又はその他の試験研究機関が、試験研究のためにする場合は、

この限りでない。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和４年４月１日から令和６年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１２８号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

愛媛県海域において竿つり及び手づり（船舶を使用して行うまきえ

づりを除く。）により水産動物を採捕する場合について、次のとお

り指示する。

令和４年３月２９日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� 次の区域においては、陸岸、防波堤、ふ頭その他工作物（以

下「陸岸等」という。）からのまきえづり（こませ籠の使用及

びだんご釣を含む。）を禁止する。ただし、漁業権者の同意が

ある場合は、この限りでない。

陸岸等に隣接する次の第３種共同漁業権（以下「第３種」と

いう。）の区域

共同漁業の
免 許 番 号 漁場の位置 漁業種類（漁業の名称）

燧共第５１号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第５２号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第５３号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第５４号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第６１号 今治市波方町大角鼻地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第９７号 越智郡上島町岩城島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１４号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１５号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１６号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１７号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１１８号 今治市吉海町中渡島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第１２７号 今治市関前小大下島明神地
先 第３種（つきいそ漁業）

伊共第６９号 伊予市地先 第３種（ぼら飼付漁業）

伊共第１１４号 西宇和郡伊方町正野地先 第３種（ぶり、たい、いさ
き飼付漁業）

宇共第２号 西宇和郡伊方町正野地先 第３種（ぶり、たい、いさ
き飼付漁業）

宇共第３３号 宇和島市御五神島地先 第３種（ぶり、さわら飼付
漁業）

� 赤土を用いる陸岸等からのまきえづりを禁止する。

２ 指示の有効期間

令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１２９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め

じか流し網漁業について、次のとおり指示する。

令和４年３月２９日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日までの

間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月３０

日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１３０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）における宝石さんごの採捕について、次の

とおり指示する。

令和４年３月２９日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 定義
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この指示において「宝石さんご」とは、アカサンゴ、モモイロ

サンゴ及びシロサンゴの生体及び死骸をいう。

２ 採捕の制限

宇和海において、宝石さんごを採捕してはならない。ただし、

３に掲げる者が採捕する場合であって、愛媛海区漁業調整委員会

（以下「委員会」という。）の承認を受けたときは、この限りで

ない。

３ 承認対象者

承認の対象となる者は、次のいずれかに該当する者とする。

� 試験研究の目的で宝石さんごを採捕しようとする者

� 宇和海において、令和３年度に宝石さんご漁業を営んでいる

者

� その他委員会が認めた者

４ 承認対象漁船

承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす

る。

５ 承認証の備え付けの義務

承認を受けた者は、宝石さんごを採捕しようとするときには、

承認証を対象漁船に備え付けなければならない。

６ 承認の制限、条件の変更又は採捕の停止

委員会は、資源保護又は漁業調整上必要があると認めるときは、

承認を制限し、条件を変更し、又は採捕の停止を指示することが

できる。

７ 承認の取消

委員会は、承認を受けた者がこの指示の内容に違反したときは、

承認を取り消すことができる。

８ 意図しない混獲等による宝石さんごの所持又は販売の禁止

承認を受けないで採捕した宝石さんごの所持又は販売をしては

ならない。

９ 事務取扱要領

この指示に定めるもののほか、採捕の承認等に関する取扱いに

ついては、委員会が別に定める。

１０ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１

日までとする。

令和４年３月２９日 発行


